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商 工 文 教 委 員 会 会 議 記 録 

 

 

                       商工文教委員会委員長 髙橋 元 

 

１ 日時 

  平成 26年９月２日（火曜日） 

  午前 10時１分開会、午後２時 18分散会 

  （うち休憩 午前 11時 57分～午後 1時２分） 

２ 場所 

  第３委員会室 

３ 出席委員 

  髙橋元委員長、神﨑浩之副委員長、飯澤匡委員、高橋昌造委員、岩渕誠委員、 

  田村誠委員、小西和子委員、斉藤信委員 

４ 欠席委員 

  吉田敬子委員 

５ 事務局職員 

  藤澤担当書記、引屋敷担当書記、高橋併任書記、蛇口併任書記 

６ 説明のために出席した者 

 (1) 労働委員会事務局 

   齋藤労働委員会事務局長、中居審査調整課総括課長 

 (2) 商工労働観光部 

   橋本商工労働観光部長、菅原副部長兼商工企画室長、寺本雇用対策・労働室長、 

   永井企画課長、山村経営支援課総括課長、 

   鈴木ものづくり自動車産業振興課総括課長、佐藤自動車産業振興課長、 

   佐藤産業経済交流課総括課長、岩渕観光課総括課長、 

   飛鳥川企業立地推進課総括課長、高橋特命参事兼雇用対策課長、千田労働課長 

７ 一般傍聴者 

  ２人 

８ 会議に付した事件 

 (1) 継続調査 

  ア 近年の取扱い労働争議件数等の動向について(労働委員会関係) 

  イ 中小企業振興の方向性について（商工労働観光部関係） 

  ウ 公契約条例について（商工労働観光部関係） 

 (2) その他 

   委員会調査について 
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９ 議事の内容 

○髙橋元委員長 ただいまから商工文教委員会を開会いたします｡吉田敬子委員はおくれ

るとのことですので、御了承願います。 

 これより本日の会議を開きます。本日はお手元に配付いたしております日程により会議

を行います。 

 初めに、労働委員会関係の、近年の取り扱い労働争議件数等の動向について、調査を行

います。調査の進め方についてでありますが、執行部からの説明を受けた後、質疑、意見

交換を行いたいと思います。 

 それでは、当局から説明を求めます。 

○齋藤労働委員会事務局長 それでは、初めに私のほうから労働委員会の概要につきまし

て、若干御説明申し上げ、その後担当の課長からお手元の資料に基づき御説明申し上げる

こととさせていただきたいと存じます。 

 労働委員会は、労使間の紛争解決に当たる公正中立な合議制の行政委員会といたしまし

て、主に労使紛争に関する３種類の制度の活用によって労使関係の安定に寄与してまいり

ました。 

 一つ目は、不当労働行為の審査であり、使用者が労働組合の正当な行為に対して不利益

な取り扱いをしたと見られる場合などに、その行為が労働組合法によって禁止されている

不当労働行為に当たるかどうかを審査し、救済を図る制度であります。 

 二つ目は、労働争議の調整であり、労働組合と使用者との間で労働条件等をめぐる紛争

が発生し、自主解決が困難な場合、その紛争をあっせんや調停等によって解決する制度で

あります。 

 三つ目は、個別労働関係紛争のあっせんであり、これは平成 14年以降、労働委員会にお

いても行うことになったものでありますが、個々の労働者と使用者との間で労働条件等に

関する主張が一致せず、個別的な労使紛争が発生した場合、その紛争をあっせんにより解

決する制度であります。 

 労働委員会の特色といたしましては、公益委員、労働者委員、使用者委員の３者構成に

より協力して事件処理が行われることのほか、簡易な手続や無料であることが挙げられま

す。また、性格といたしましては、委員の任命等を除き、外部の制約を受けることなく独

立した委員会運営によりまして、公正中立な立場で解決を図るものであります。 

 当委員会といたしましては、今後とも無料の労働相談会や相談ダイヤルなど、労働相談

業務への積極的な対応や、特色である３者構成のよさをＰＲしながら、県民にとってより

身近で利用しやすい機関となるよう努めてまいりたいと考えております。 

 それでは、詳細について担当の課長から御説明申し上げます。よろしくお願いいたしま

す。 

○中居審査調整課総括課長 それでは、お手元の資料に基づきまして、近年の取り扱い労

働争議件数等の動向等について御説明いたします。 
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 １ページ目をごらんください。概況でありますが、本県における取り扱い件数は多くは

ございませんが、総体的に見まして労使紛争は集団的な紛争から個々の労働者と使用者と

の紛争に変化しつつあると言えるかと思います。 

 ２の不当労働行為の審査から５の労働相談につきましては、ただいま事務局長が申し上

げたことと重複いたしますので、説明は割愛させていただきますが、別途お配りしており

ます労働委員会活用ガイドに記載してある事項を簡潔にまとめたものでございますので、

後ほどガイドをごらんいただきますようお願いいたします。 

 労働委員会に係属する案件は労働者側からの申し立てや申請によるものであると思われ

がちでございます。不当労働行為の救済申し立てにつきましては、労働組合や労働者から

でなければできませんが、労働争議の調整や個別労働関係紛争のあっせんにつきましては、

使用者からも申請ができます。また、使用者からの労働相談も受け付けております。労働

委員会といたしましても、周知に努めているところでございます。 

 ２ページをお開き願います。図１は、過去３年間における取り扱い件数の動向でありま

す。先ほど申し上げましたとおり、多い数字ではございません。全国的に見ましても大都

市圏を抱える労働委員会は係属件数が多くなっておりますが、それ以外の県は本県と似た

ような状況であります。 

 表１は不当労働行為事件でありますが、年間１件の申し立てであります。請求する救済

の内容を見ますと団体交渉応諾が目立ちますが、これは労働組合が結成されたばかりで労

使関係が未成熟であること、あるいは労使間の溝が埋まらないことから起こった事件であ

ります。 

 表２は調整事件であります。労働争議の調整には、あっせん、調停、仲裁の３種類がご

ざいますけれども、表２の事件は全てあっせんであります。本県労働委員会における調整

事件はこれまでほとんどがあっせんであり、調停につきましては平成 15年度、仲裁につき

ましては昭和 50年度以降、申請はございません。平成 25年度は年度末になって申請があ

りましたので、平成 26年度に繰り越しとなりましたが、平成 25、26年度に継続した事件

の調整事項を見ますと、不当労働行為救済申し立てがなされてもおかしくない案件であり

ます。これは申請した労働組合が早期の解決を図るため、準司法的な手続である不当労働

行為救済申し立てよりも簡易な手続であるあっせん申請を選択したものであると思われま

す。 

 続きまして、３ページをお開き願います。表３は個別労働関係紛争あっせん事件であり

ます。個別労働関係紛争のあっせんにつきましては、平成 14年度以降行っておりますが、

これまで 30件の申請があり、解決率は６割であります。労働相談を受けた際にあっせん制

度を説明するほか、県の広報媒体の活用や関係機関に対するチラシの配布等により周知を

図っているところでございます。平成 24年度の５件の件数は申請が多かったということに

なりますが、珍しく使用者側からの申請もありました。 

 表４と５は労働相談の受付件数であります。労働相談につきましては、平成 14年度から
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個別労働関係紛争あっせんの附随業務として行ってまいりましたが、平成 23年度から本格

的に実施いたしました。平成 23、24年度は 100件に至りませんでしたが、昨年６月に労働

相談専用のフリーダイヤルである労働相談何でもダイヤルを設置したことから相談件数が

倍以上になりました。労働相談専用のフリーダイヤルの設置は、北海道、東北ブロックの

労働委員会では初めてであります。相談の８割以上が電話であり、またほとんどが個別の

労働関係での相談であります。男性からの相談が多く、事業所の多い県央、県南地域から

の相談が圧倒的に多くなっております。資料には記載してございませんが、雇用形態で見

ますと、平成 25年度は正社員からの相談が 93件、正社員以外からの相談は 55件でありま

す。電話ですと十分に聞き取ることができず、把握できないものもございました。 

 相談内容につきましては、一つの相談で複数のことを聞かれる場合もございますので、

合計が相談件数と一致いたしませんが、賃金関係の相談が最も多くなっております。また、

全国の傾向と同様、パワハラ、嫌がらせの相談も昨年度は大幅に増加しております。退職

関係では、退職したいが、やめさせてくれない、あるいはやめさせてもらえるだろうかと

いった相談もあり、人手不足が背景にあるのではないかと思わせるところもございます。

復興に関連した相談では、当初提示された賃金の額より支給された金額が少ないといった

ものが１件ございました。 

 なお、最近議論されております雇用制度に関する相談、例えば有期労働者の雇いどめで

すとか派遣労働、裁量労働時間制等に起因した相談はございません。 

 以上で説明を終わらせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

○髙橋元委員長 ただいまの説明に対し、質疑、意見等はありませんか。 

○小西和子委員 フリーダイヤルで何でも労働相談ということを平成 25 年度から始めた

ことは、すごいなと思っております。この時間帯、相談者、どのような方から相談を受け

付けているのかということ。電話でのやりとりで解決できなかった場合は、次にどのよう

なステップを踏むのかというところをまずお伺いしたいと思います。 

○中居審査調整課総括課長 まず、相談の受付時間でございますけれども、午前８時半か

ら午後５時 15分となっております。なぜかといいますと、相談を受け付けている者が労働

委員会の職員でございますので、委員でなく職員でございますので、職務の時間帯という

ような格好になります。 

 それから、相談者の方から伺うものでございますので、双方の間に入ってということで

はございませんので、解決するためにはこのようなことを考えたらいいのではないのかと

いったようなことをポイントで教示したり、あるいは例えば労働時間のことなどを聞かれ

た場合には、実際に労働条件がどのようになっていますかといったようなことをまずお聞

きしまして、そこでこうなっていると言えば、ではここからさきは超過勤務時間になりま

すので、まず使用者とお話ししてみてくださいとかといったようなことをしますし、ある

いは自分の労働条件が十分に承知されていないような場合には、労働条件の通知書をまず

捜してみてくださいとか、あるいはもう一回使用者のほうに確認してみてくださいといっ
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たようなことをアドバイスする格好になります。 

 また、例えば賃金が支払われないとかの相談になりますと、むしろ労働委員会よりは労

働基準監督署のほうの問題になりますので、そのような場合には労働基準監督署のほうの

相談コーナーを紹介するといったこともございます。あわせて、例えば労使間でなかなか

うまくまとまらないような場合には、あっせん制度などの説明をいたしまして、改めてあ

っせんを申請したいような場合には、再度御相談くださいというようなこと、そういうよ

うなことで、どちらかといえば解決に向けて助言とか、そういったことをしているという

ものでございます。 

○小西和子委員 職員の方が相談に乗っているということでございますね。報道にもあり

ますけれども、セクハラ、パワハラが急増している。それからマタニティ・ハラスメント

といいまして、お腹の大きい職員に対していろいろ嫌がらせをするというようなことが近

年言われていますけれども、具体的にはどのような内容なのか。そして、相談だけでは解

決したかどうか、はかりきれないとは思いますけれども、繰り返して相談する方もいらっ

しゃると思うのですけれども、おかげさまで解決しましたとか何とかいい報告があったり

するのを期待しているのですけれども、セクハラ、パワハラ、マタニティ・ハラスメント

等の実態とその後というのをお聞かせください。 

○中居審査調整課総括課長 実はセクハラの相談は、私も昨年度からこの職についており

ますけれども、思ったほどないのですが、１件とか２件でございまして、ほとんどない状

況でございます。かなりハラスメント系のことが今言われておりますけれども、セクハラ

が一番最初だったかと思うのです。岩手労働局のほうでも雇用均等室のほうで、かなりセ

クハラについての周知とか、あるいは施策をしたり、相談を受け付けたりしておりますの

で、大分浸透してきたのかなというのと、それとは逆に、潜在的にあって、どこにも言え

ない人が多いのではないか、そのどちらなのかなとちょっと感じたところでございます。 

 それで、たまたま６月に会議があった際に、岩手労働局のほうの雇用均等室の担当の方

にお伺いしましたところ、セクハラ相談は減ってはいるのだけれども、やはり 100件ぐら

いは寄せられているというふうなことでございまして、特にも総務関係ですとか労務関係

といった部署のない小さい事業所からの相談が多いので、その辺のところが課題なのかな

というふうなお話をされていました。セクハラの問題につきましては、個人の感情的な問

題もございますけれども、潜在的にあるのかなというふうな感じはしております。 

 ただ電話ですとなかなか、認定といいますか、セクハラがあったとか言えないわけであ

りまして、それもあっせん申請か何かあった場合でも、セクハラとか何かというのはなか

なか認定しにくいところもございますので、相談者には、例えば何回かそのようなことを

言われたようなこと、あるいは行為をされたときはメモでもいいからとっておけば、何か

訴えたとき、その積み重ねが証拠になるのではないかとか、あるいはお一人だけでなくて、

ほかにもそのようなことをされているような方がいらっしゃれば、その方々と一緒に同じ

ように記録をとってもらってやればいいのではないかといったようなことまでアドバイス
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しているところでございます。 

○小西和子委員 ハラスメントということがありますと大変働きにくい。そのうちに心の

病になったりというようなことも聞いておりますので、ぜひフリーダイヤルの何でも労働

相談というのを大いに活用しまして、そのような解決に役立てていただきたいと思います。 

○斉藤信委員 全体の特徴で、冒頭に労使関係の安定化、労働組合の組織率低下などで最

近は事件の取り扱い件数が減っていると。労使関係が安定化していると私は思わないのだ

けれども、労働組合の組織率低下の実態はどうなっていますか。 

○中居審査調整課総括課長 労働委員会のほうで直接調査しているわけではございませ

んけれども、雇用対策・労働室のほうで統計をとっているものでございますと、ただいま

県内ですと 17％程度であったかと思っております。毎年少しずつ減ってきているような状

況にあるのではないかなと捉えております。 

○斉藤信委員 県内にはいろいろな労働問題の調整機関、紛争解決機関があると思います

けれども、例えば岩手労働局がありますし、賃金問題、労働条件だと労働基準監督署、そ

れらの連携というか、仕分けというか、そういうものはあるでしょうか。 

○中居審査調整課総括課長 まず、岩手労働局関係でいきますと、労働基準監督署も含め

てでございますけれども、個別のそういった労使紛争の解決に関係する機関、岩手弁護士

会ですとか、あるいは盛岡地方裁判所、これは労働審判を行っております。あとは社会保

険労務士会、労働委員会、県商工労働観光部、それと岩手労働局と連携会議をつくってお

りまして、年に１回情報交換をしたり、あるいは我々と岩手労働局が中心となって、こと

しは 10月５日に予定しておりますけれども、社会保険労務士会ですとか岩手弁護士会の御

協力をいただきながら、合同で労働相談会を開催するといったこともしております。 

 また、岩手労働局のほうであっせん申請をしたのだけれども、例えば使用者側の方がな

かなか応じないで、あっせんが実際にはできなかったというふうな案件の場合には、岩手

労働局のほうでは労働委員会を紹介いたします。そうしますと、労働委員会ですと３者構

成で使用者側の委員の方もいらっしゃいますので、使用者側の委員の方が会社に行って、

問題解決のために応じるように説得して、その結果、あっせんが開かれるといった事例も

ございます。 

○斉藤信委員 それぞれの機関の役割、権限というものが違うし、労働委員会の場合には、

ある意味で準司法的なそういう解決方法もとれるということでしょうから、労働委員会の

役割というのは極めて大きいと。特に昨年からですか、フリーダイヤルの相談も始めたと。

例えば岩手県労働組合連合会の労働相談というのは年間 1,000件なのです。この数は全然

減ってないのですね。最近の特徴を聞いたら、やっぱりパワハラが多いと、職場でのいじ

めですよね。もちろん全体としては賃金が下がって非正規の人たちの相談もふえているの

だけれども、正職員を含めてパワハラが多いというのが最近の特徴だというふうに私は聞

いてきましたけれども。先ほどもパワハラの話がありました。例えばフリーダイヤルで労

働相談を受けたときに、解決までのプロセスというのはどういう形になっているのか。 
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○中居審査調整課総括課長 労働相談、特に電話で受けた場合ですが、電話ですとその場

で解決することは難しいかと思うのですが、それを解決するために、例えば労働者のほう

で、このようなことをしたらいいのではないかと、先ほど申し上げましたけれども、例え

ばパワハラの場合も同様に、いつ、誰に、どのようなことをされたか、言われたかといっ

たことを、録音なんかはできなくても、メモをしておくだけでも、その積み重ねが十分に

証拠になるといいますか、参考になるというふうなことをまずお話しいたしまして、まず

そういったことを御自分でやること。同じようにされている方がいらっしゃれば、その方

も同じようにやれば１人より複数のほうが、より信ぴょう性が高くなるわけですから、そ

のようなことをされたらいいのではないのかというふうなこと。それとあともう一つは、

会社のほうに総務ですとか、労務関係の部署があれば、まずそちらのほうに直接お話をす

るといったようなこと。あるいはもし労働組合があるのであれば、その方がもし組合員で

あれば、労働組合の役員の方に相談するとか、ある程度の事例が積み重なった段階で、そ

ちらのほうに相談したらいいのではないかといったようなことをお話しいたします。そこ

で労使間でいろいろ交渉して、もしまとまらない場合には、再度相談していただいてあっ

せんなり何なりというような手続をとられたらいかがかといったようなお話をしていると

ころでございます。 

○斉藤信委員 具体的にはアドバイスということですね。そして、必要な場合には労働基

準監督署とか、労働委員会を含めて、いろいろ紹介をするという形だと思いますね。 

 それで、先ほどの説明の中で、不当労働行為の取り扱い件数、これは少ないのだけれど

も、特徴的なのは団体交渉に応諾しないと。これは解決しているようですが、労働組合を

つくって団体交渉を受けないなんていうのは、これはイロハの問題で、私は使用者側の自

覚、責任というが本当に不足しているのではないかという感じがするのですが、これはど

うなのでしょうか。どういう形で解決したのでしょうか。 

○中居審査調整課総括課長 団体交渉不応諾と申しますのは、例えば古い企業で、前々か

ら組合もあって、労使関係をやってきたところではなくて、小さい事業所で、つい最近労

働組合ができたと。それで、その労働組合も例えば企業内の組合ではなくて、合同労働組

合という形で地域のいろいろな方々が入る合同労働組合のほうに加入すると、会社の人間

でない方がお見えになって、いきなり団体交渉を申し入れられたということで、どちらか

といえば使用者の方がびっくりしたといいますか、そういったことで応じなかったという

ふうなことから始まったようなところもございます。 

 それで、斉藤委員がおっしゃられたように使用者のほうの認識にも問題があるのではな

いかということもございまして、小さな事業所の社長さんですと、労働問題というよりは

売り上げの増加ですとか、資金ぐりとかのほうでかなり御苦労されていると思いますけれ

ども、いかんせん働いていただくのは職員の方々でございますので、そういったことで、

小さい事業所の方々にある程度労働法のイロハ的なところも覚えていただければ、大分紛

争が少なくなるのではないかと考えまして、出前講座という形でそういった事業所の方々
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の集まりがあったときに行って説明させていただいているというふうなことを昨年度から

始めているところでもございます。 

 昨年は盛岡工業クラブですとか、あるいは一戸の商工会にちょっとお邪魔していろいろ

お話をさせていただいたところでございます。今年度もそういった中小の組合の方々、勤

労者の方々が集まった組合のほうにも働きかけをいたしまして、そういった未然防止のた

めの出前講座をやっていきたいなというふうに考えているところでございます。 

○斉藤信委員 きょうは後でコールセンターの問題もあるのですけれども、洋野のコール

センターで雇いどめ、契約社員化という話があって、労働組合がつくられたと。その時点

では、売り上げが減少して、事業そのものがうまくいかないときに労働組合がつくられて、

労働組合がつくられたことを理由にして撤退を言い始めるという、本当に悪質なことが洋

野のコールセンターではありました。 

 労働組合というのは、労働者の当然の生活と権利を守る、仕事を守る。会社をつぶそう

なんて全然思っていないのだけれども、それが利用されて、撤退の口実にされるというよ

うなこともあったので、私は本当に労働組合があって当たり前と、そこときちんと交渉し

ながら会社の経営を守っていくという、そういうことがイロハの問題として大変大事なの

ではないかというふうに思います。 

 それで最後ですけれども、電話相談、フリーダイヤルですけれども、これは特別に臨時

職員とか非常勤職員とか配置してやられているということですか。今の枠の中でやられて

いるのか、そのために人員はふえたのか。 

○中居審査調整課総括課長 このフリーダイヤル用の非常勤職員のような形での専門の

相談員といいますか、そのような方は設けておりません。事務局の職員がいろいろとそれ

に対応してございます。ふだんからいろんな事例なんかを見ていきながら、このような場

合にはこういったアドバイスというようなことを、基本的にはマニュアル化いたしまして、

そういったことをもとにやっておりますし、それに対応できるようにふだんから職員間で

も勉強し合いながらやっているところでございます。 

○髙橋元委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 ほかになければ、これをもって、近年の取扱い労働争議件数等の動向に

ついて、調査を終了いたします。 

 この際、何かありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 なければ、これをもって労働委員会関係の調査を終了いたします。 

 労働委員会の皆様は退席されて結構です。 

 次に、商工労働観光部関係の中小企業振興の方向性について調査を行います。 

 調査の進め方についてでありますが、執行部からの説明を受けた後、質疑、意見交換を

行いたいと思います。 
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 それでは、当局から説明を求めます。 

○山村経営支援課総括課長 それでは、中小企業振興の方向性について御説明いたします。 

 中小企業振興というテーマは幅広い内容に及びますが、本日は県が現在検討している中

小企業の振興、産業の振興に関する条例について御説明いたします。資料に沿って御説明

いたします。 

 まず、１、中小企業振興の背景についてであります。(1)、人口減少問題の対応として、

地域資源を活用するなどして経済の循環を高め、産業振興を図ることが必要。(2)、本格復

興を実現していくため、県の復興計画、国の産業復興創造戦略を踏まえた取り組みが必要。

(3)、中小企業振興に関する国などの動向です。①、国では中小企業憲章、小規模企業活性

化法、小規模企業振興基本法を制定し、施策を展開しています。②、４月の本委員会の際

に御説明いたしましたとおり、東北地方産業競争力協議会が成長戦略を策定したところで

ございます。③、33の道府県が条例を制定しています。 

 次に、２、本県の対応についてであります。県民計画のアクションプランに中小企業の

経営力の向上を掲げ、商工団体による支援や資金繰りに関する支援などの施策を推進して

いるところであります。今後は、先ほど１で御説明した人口減少などの状況を踏まえ、地

域資源を活用しながら事業を行い、雇用を生み出している県内の企業や事業者への期待が

高まっているものと認識しております。中小企業の振興、産業の振興を図り、県内経済の

持続的な発展が実現されるよう、条例の制定に向けて検討を進めたいと考えております。 

 条例の検討に当たりましては、３、条例制定に当たっての基本的な考え方のとおり、(1)、

産業振興における中小企業の役割を重視すること。(2)、本県の特色を反映すること。例え

ば地域資源の活用や産学官の連携などが想定されます。(3)、県民の理解と協力を明記する

こと。例えば県産品の利用や県内中小企業の認知などが想定されます。(4)、現在議会で検

討中と伺っております食と農林水産業の振興に関する条例との関係に配慮するなどして検

討を進めていきたいと考えております。 

 参考として、２ページ、他道府県の条例の制定状況をごらん願います。このように中小

企業振興という名称の条例が 26、産業振興という名称の条例が六つ、地域資源の活用とも

のづくり産業振興に関したものが二つ制定されています。 

 ３ページは、実際の条例の概要でございます。中小企業振興型は秋田県、産業振興型は

鳥取県、地域資源活用・ものづくり振興型は静岡県の条例を記載しています。これら三つ

の県の条例は、中小企業型など三つの型の中で、制定時期が新しく、内容が標準的と思わ

れるものを記載しています。 

 各条例において表の左の欄をごらんいただきたいのですが、左の欄のように目的、基本

理念、県の責務、関係者の役割、基本的施策などの項目が規定されています。 

 目的の欄をごらんください。一番左の秋田県中小企業振興条例では、目的の欄ですが、

中小企業の振興について基本理念を定め、中小企業の振興に関する施策の基本的な事項を

定め、施策を総合的に推進し、もって本県の経済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄
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与するとされています。 

 真ん中の鳥取県産業振興条例では、産業振興に関し基本理念を定め、産業振興に関する

施策の基本となる事項を定め、足腰の強い産業を育成し、もって県内における経済の発展

並びに県民の雇用の確保及び生活の向上に資するとされています。 

 右側の静岡県の地域資源の活用と新しい価値の創造によるものづくりの振興に関する条

例では、ものづくりの振興について基本理念を定め、ものづくりの振興に関する施策の基

本方針等を定め、一流のものづくり及び一流のものづかいに取り組む機運を醸成し、もっ

て本県経済の発展及び県民の豊かな暮らしの実現に寄与するとされています。 

 このように、条例の対象が異なりますので規定内容も異なるわけですが、最終的な目的

の部分、表現は異なっておりますけれども、経済発展、県民生活向上など共通したものと

なっております。 

 以下、基本理念などについては説明を割愛させていただきます。 

 次に、別つづりになっている参考資料、１ページは本県の中小企業に関する基礎的なデ

ータです。１、企業数は、全体の 99.8％を占めています。２、従業員数は、全体の 88％程

度となっております。３、製造品出荷額を見ますと、中小企業の平成 24年度の数値は平成

18年に比べて 80％程度となっております。４、有効求人倍率については、企業規模別の区

分はありませんが、時期によって大きく変動していることがわかります。 

 ２ページをごらんください。条例の制定に当たり、中小企業関係団体や中小企業にヒア

リングやアンケートを実施しているところであり、現時点での中間集計です。この１、調

査概要の(4)のとおり、これまで 301の団体、企業を対象に実施しております。 

 ３ページをごらんください。問１、現在の経営上の課題でございます。これを見ますと、

９の人材の確保・育成が非常に多くなっており、以下、１、既存の営業力・販売力の維持

強化など、多岐にわたる課題を抱えていることがわかります。 

 次、４ページ、問２、岩手で持続的に成長するために大切なことをお聞きしております。

１の企業自身の自主的な努力、３、経営基盤の強化、４、環境変化への対応、６、創意工

夫などを重視する回答が多くなっています。 

 ５ページ、問３、県に対して期待することについては、９、人材の確保・育成が多くな

っており、それ以外についても満遍なく期待されていることがわかります。 

 なお、次の６ページからは先ほど御説明いたしました秋田県、10 ページが鳥取県、13

ページが静岡県の条例でございます。 

 今後につきましては、繰り返しになりますが、資料の本体の一番下、３、条例制定に当

たっての基本的な考え方を踏まえますとともに、アンケートのまとめや分析を行い、他県

の条例の内容を研究するなどして、条例の案づくりを進めていきたいと考えております。 

 以上で説明を終わります。 

○髙橋元委員長 ただいまの説明に対し、質疑、意見等はありませんか。 

○岩渕誠委員 それでは、基本的なところだけ確認させてください。 
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 他県の中小企業振興にかかわる条例については、ほとんどが総合的ということは格好い

いですが、要は理念条例でありますよね。我が県でやろうとしているこの条例は、理念条

例という形で制定し、その枠の中でやろうとしているのか。条例を制定するに当たっては、

何か具体的なインセンティブ等も明記した形で、理念条例よりも一歩踏み込むのかどうか

ということですね。 

 それから、岩手らしさ、そういうことにかかわってくる話でありますけれども、岩手ら

しさというのを条例制定に当たってどのあたりを出せるのか、出せないのかというところ

があると思いますけれども、その辺はどのようにお考えでしょうか。 

○山村経営支援課総括課長 他県の条例は理念的な条例が多いというのはそのとおりで

ございます。本県の条例をどのような内容にしていくか、どのような範囲で定めていくか

についてはこれから検討させていただきたいと思っておりますし、その内容の中で岩手ら

しさ、今回３の(2)では例として地域資源の活用などを挙げておりましたが、こういったも

のをどのような形、どのような条項に盛り込むかなども今後検討していきたいと考えてお

ります。 

○岩渕誠委員 たしかこれは２月議会に提案すると認識しておりましたが、そこまでまだ

検討いっていないの。 

○山村経営支援課総括課長 内容については、今申したような材料をもとにこれから検討

をしたいと考えております。 

○岩渕誠委員 私、大きく捉えるという意味では、理念条例という形で整理をして、それ

をもとにして政策をぶら下げて総合的にやっていくというのは、それはオーソドックスで

ありますし、踏み込めないのかなというふうに半分は理解しているのですが、やはりそう

いう理念条例のみにとどまると、条例制定自体が包括的ですね。現在の状況を踏まえると

理念条例だけで済ませてしまうことに、私はその効力からいって、もうちょっと踏み出す

努力ということも必要ではないかなというふうに思っています。特色の反映で地域資源の

活用ってありますけれども、これは当然どこの地域でも入れているわけでありまして、こ

れが特色と言われてもぴんとくる人というのはなかなかいないと思います。 

 あとは、県民の理解と協力ということで、県産品の活用とか書いていますけれども、そ

もそも県産品というのはどういうふうに捉えるかという問題もあろうかと思います。これ

は、原材料から全てやって県産品とやるのか、そうではなくてここが最終生産地であれば

いいということになるのか、私はどちらでも構わないと思うのですが、幅広くこれを捉え

ないと、限定してしまう感じにすると余り振興につながらないのかなと思っています。た

だ一方で、きちっとしたそういう区分けみたいなことをやらないと、なかなかアピールし

てこないのかなと思っているのですが、いかがですか。 

○山村経営支援課総括課長 まさに県産品の範囲であるとか、その考え方も含めて、いず

れ県の産業振興や中小企業振興を実効性を持ってできるような形で、条例の形であるとか

内容について検討を進めていきたいと考えております。 
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○岩渕誠委員 最後にします。いずれこの条例とは別に、例えば宮城県などは、みやぎ発

展税みたいな形で、いろんなこと、自動車産業を後押ししているというのがあるのですけ

れども、財源等の問題も出てこようかと思います。これから全部、こういうのを制定をし

て、その下にぶら下がっている制度で補助金をということもあるかもしれませんけれども、

そういう補助金を引っ張り出しやすくするための条例という形だと、補助金が終わったら、

あとは全然だめというような、最近この辺でもいろんな議論になっていますけれども、そ

ういう形ではなく、もう少し本質的なところでインセンティブを与えるような条例は意欲

的に取り組むべきだと思います。 

○斉藤信委員 ６月議会で中小企業振興条例の制定を目指すと答弁があって、私、これは

積極的に評価をしたいと思うのです。全国もかなり進んでいるのだけれども、一番大事な

ことは、中小業者、関係者の英知を結集することなのです。行政の条例づくりになっては

決してだめなので、先ほども報告がありましたけれども、岩手県内の中小業者の実態はど

うなっているのか、そして現状や課題、それから要望などを正確につかんで、それに応え

る条例づくりを関係者と一体となって進めることが一番大事ではないかと。そういう意味

でいけば、来年の２月なんていうことではなく、ここのプロセスが一番大事というふうに

言われているのです、この間取り組んでいるところは。そのことについてまず最初にお聞

きをしたい。 

○山村経営支援課総括課長 関係者との意見交換なり、プロセスが大事というのはそのと

おりと考えておりまして、先ほど御説明した、今のところ 300程度のアンケート、ヒアリ

ング、これはアンケートだけではなくてヒアリング等もやっておりまして、例えば以前か

ら活動されている中小企業家同友会であるとか、商工会議所、中小企業団体中央会の役職

員だけではなくて、部会にも出かけて意見交換等させていただいておりますし、そういっ

た過程、プロセスを通じて理解を得ながら検討を進めていきたいと考えております。 

○斉藤信委員 そういう点で、私はプロセスが一番大事と。それで、ヒアリング、アンケ

ートは大事なのだけれども、やっぱり関係者が一緒になって議論する、これがもう一つ大

事なのです。そこでやっぱり全体の認識が発展するし、共有できるのです。だから、全体

が求めるものを条例化していくということをやっていただきたい。やっぱりヒアリングと

いうのは県が聞くのです。しかし、全体の会議というか、ワークショップという形でやれ

ば全体が共通の認識になって、そこでまた知恵が出てくるのです。だから、県が聞き取る

というだけではなくて、全体が議論をして、そこで英知を結集するというプロセスを大事

にしていただきたい。 

 二つ目に、結論からいうと、パターンからいけば中小企業振興条例という形で岩手県は

条例制定を目指すべきだと思います。私は、一番のモデルは千葉県だと思います。この千

葉県の条例はかなり早いのだけれども、かなり先駆的な中身を持った条例で、既にこれは

毎年条例に基づいて千葉の中小企業元気戦略というのを立てて、毎年毎年事業の結果を公

表して、次の年度に何をやるかということを明らかにしているのです。私はここまで徹底
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している県条例は余りないのではないかと思うけれども。だから、そういう意味でいくと、

これから条例を制定するのは後発です。後発の強みは何かというと、今までつくられた中

で一番いいものをつくれるということですよ。だから、よくそこを研究して、私は千葉県

の条例が今の段階でも一番進んだ条例の一つだと思います。秋田県がそれに似ている感じ

しますけれども。そういう意味で、中小企業全体を視野に入れると。先ほども参考資料で

紹介あったように、企業数で 99.8％、そして従業員数で 88.1％を占めているわけです。そ

して、製造品の出荷額、これは製造品に限られているけれども、大企業より多いわけです。

だから、まさに岩手県経済、地域経済の主役であり、柱だと。こういう中小企業が岩手県

の地域経済に果たしている役割というのをしっかり評価をして、そしてこの中小企業が成

長することによって、地域経済、岩手県経済を持続的な発展が可能なものにしていくとい

うものに私はしてもらいたいと思うけれども、この点まず二つ目にお聞きをします。 

 そして、既につくられている県条例は 33ですか、たくさんつくられているけれども、そ

この先進的な内容をどういうふうに受けとめているかお聞きします。 

○山村経営支援課総括課長 他県の条例については、２ページにあるように、千葉県の御

紹介をいただきました。お話しのとおり、時期的には早い条例であります。その後もそう

いった先行例を参考に各県がつくっておりますし、あと県によって特徴もかなりございま

すし、できた経緯等もあるようでございますので、先ほど最初に御説明したとおり、各県

の内容もよく研究したいと考えております。 

 また、中小企業の役割については、資料のほうでも入っておりますけれども、地域経済

の中心的な役割を果たしておりますし、これからも果たしていかなければならないという

ことで、その企業がきちっと成長していくことが地域経済、県にとっての基本だというふ

うに考えておりまして、そういったものがより実現されるような条例の内容にしていきた

いと考えております。 

○斉藤信委員 ３番目に、中小企業振興条例にすべきだという考え方は、国の動向からい

ってもそうだと思うのです。国は、実践が伴わないけれども、この間中小企業憲章を制定

して、小規模企業活性化法、小規模企業振興基本法と制定してきたと。ある意味でいくと、

ヨーロッパは小規模企業憲章なのです。だから、小さい企業も含めて中小企業全体を視野

に入れた条例にすべきだと。全体として中小企業の役割が発揮されているわけだから、元

気な中小企業とか、中堅の中小企業とか、そういうふうに限定しないで、小企業も含めて

全体の中小企業を視野に入れてやっていくと。ヨーロッパなんかはそこに今一番注目して

いるのです。小企業の役割が発揮されて、地域経済、国の経済は成り立つというふうに、

ＥＵなんかはそういう到達点に立ってきているので、さっきの表現の中でこういう表現が

ありましたね。身近なサービスの提供に取り組み、雇用を生み出している中小企業等県内

企業や事業者への期待が高まっていると。だから、頑張っている企業に確かに期待が高ま

っているのだけれども、頑張り切れない企業も課題を抱えているわけだから、そういうと

ころが元気になるような振興条例にしていかなくてはならない。そういう環境をつくって
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いかなくてはならない。そういうふうに、小企業を含めた全体の企業を対象にしていただ

きたいし、特に条例の前文や目的にはそこをきっちり明記すべきではないかということを

聞きますが、いかがですか。 

○山村経営支援課総括課長 小さな企業、小規模企業についても県内での役割は大事なも

のがありますし、当然そういったものも含めて元気になっていただけるような条例の内容

を検討していきたいと考えております。 

○斉藤信委員 四つ目ですけれども、やっぱり岩手県独自の条例にするということもまた

大事な点です。それで、アンケートでは、製造業関係が四十数％、アンケートに回答とい

うことで製造業関係が多いのだけれども、岩手の製造業の特徴は、確かに自動車、半導体、

医療というのを岩手県はものづくりの一つのポイントにしていますが、製造業全体の出荷

額、従業員数において食料品製造業は本当に第１位を争うのです。震災前は確実に第１位

だった。沿岸を見ますと、沿岸では完全に食料品製造業が第１位の基幹産業です。私は、

食料品製造業というものの位置づけと役割というのをきちっと評価すべきではないかとい

うふうに思いますが、どういうふうに岩手県の製造業の現状や特徴を捉えていますか。 

○山村経営支援課総括課長 条例の中の議論で言えば、業種ごとの施策なり位置づけをど

の程度書くかというのは、今後検討していかなければならないなと考えておりますし、食

料品製造業が本県の特徴的な産業であることはそのとおりだと考えております。 

○斉藤信委員 佐藤産業経済交流課総括課長、どうですか。 

○佐藤産業経済交流課総括課長 今山村総括課長からも申し上げましたように、食料品製

造業につきましては本県の中小企業の中でも、企業数も含め、あとは原材料を地場の産物

を使うとか、そういった地域資源との関連性等においても、特徴があるというか、ジャン

ルを持った種別の企業と存じ上げておりますので、内容につきましては十分関係課と調整

していくべきかと思います。 

○斉藤信委員 やっぱり食料品製造業が現実に果たしている役割というのは、製造品出荷

額でも、従業員数ではなおさら、自動車産業の何倍という規模ですよ、従業員数で見ると。

そして、今復興が特に最優先課題だけれども、沿岸では食料品製造業がまさに最大の基幹

産業。ただこの間の労働局の雇用状況の報告を見ると、沿岸で食料品製造業の雇用が震災

前と比べて約 1,500人以上少ないのです。建設関係はふえているのだけれども。そういう

意味でいけば、まだ復興途上だと。岩手県全体でもそういう大きな役割を占めているとい

うのをしっかり据えた条例にしていく必要があるのではないかと。 

 次に、私、ここに千葉県の特徴があるのだと思うのだけれども、地域づくりに果たす中

小企業の役割というのが千葉県の条例では明記されているのです。いわば経済だけではな

くて、地域づくり、地域の伝統文化に、特にお祭りなんていうのでは、地元の中小業者、

商店の人たちが担っている。だから、中小業者はこういう地域づくりの大きな役割を担っ

ているということも私は大変大事な視点ではないかと。 

 あわせて聞きますけれども、もう一つは、先ほども紹介しましたけれども、千葉県の第
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17条では中小企業振興施策の公表というので、知事は毎年１回、県の中小企業の振興に関

する主たる施策の実施状況を取りまとめ、公表すると。だから、条例に基づいて千葉の元

気戦略というのを提起をして、それに基づく具体的な事業を一覧表にして、それがどう取

り組まれたのか、来年度どうするかという、私はホームページでこれ見ましたけれども、

例えばこれだけの膨大なものです。千葉の元気戦略、これは３月 26日付で公表された、い

わば当初予算が決まった段階で、来年の予算はこうなりますよという、こういう分厚い柱

に沿った事業が全部一覧になって、実績が示されて、次の年に反映されるという。私はこ

ういう、先ほど岩渕委員からも言われたけれども、理念にとどまらない、これに基づく施

策がきちんと検証されて、そして発展させられると、そういう条例にしていく必要がある

のではないかというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

○山村経営支援課総括課長 企業が地域づくりなどに果たす社会的な役割、そういったも

のもどういう形になるか、大事なのはそのとおりで、条例としてどのように位置づけるか

は今後検討していきたいと思います。 

 また、具体的な施策を条例でどう位置づけるか。千葉県はそのような形で位置づけてお

りますし、他県を見ますと、そこもいろいろバラエティーがあるということでございます。

繰り返しになりますが、他県の条例も研究しながら検討したいと考えております。 

○斉藤信委員 これで最後にしますけれども、千葉県の条例でもう一つ先駆的だと言われ

ているのが、実は第 18条なのです。これはこういうものです。県は施策の立案及び実施に

当たっては、当該施策が中小企業の経営に及ぼす影響について配慮するように努めるもの

とすると。配慮事項と言われるやつで、これは中小企業政策ではなくて、県全体のさまざ

まな施策が中小企業にどんな影響を与えるかということをきちんと配慮、検討しなさいと。

これはヨーロッパの憲章でされたもので、ヨーロッパ水準だと言われているものなのです。

ここまで盛り込んだというのは、本当に早い時期につくった割には大変すばらしい中身を

持っているのではないかと思いますが、こうしたことを含めて、本当に先行事例のいいと

ころはくみつくし、岩手的な、そういう岩手の実態に合った条例にすべきだと思いますが、

最後部長にお聞きして終わります。 

○橋本商工労働観光部長 ただいま斉藤委員のほうから千葉県の条例の先駆性について

御説明をいただいたところでございますし、そういうふうなこれまでたくさん条例が制定

されてきているわけですので、後発の強みというものを存分に生かしながら、できるだけ

多くの中小企業者の方々の御意見、御要望等を踏まえながら、そしてまた施策の遂行に当

たって、その実績、次年度への反映といった部分についても、他県の先行事例等も参考に

しながら、そしてまた本県として取り組んでまいりましたアクションプランの中では、こ

れまでは中小企業の経営力の向上という項目だけ起こしながら、毎年その実施状況の成果

等も把握してきた経過はございますので、そういったノウハウも本県では既に有しており

ますので、そういったこととの関連性も含めまして、しっかりと検証させていただきなが

ら、条例の制定に向けて取り組みを着実に推進してまいりたいと考えております。 
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○飯澤匡委員 ちょっと今までのやりとりを聞いて、発言の予定はなかったのですけれど

も、他県の条例を研究するのは大変結構なことなのですが、要は岩手県として中小企業を

どのように振興するかという、それが肝なのです。２月に制定するという今の時点にあっ

て、その方向性も定まっていないというのは、私はかなり残念な気持ちがします。もう既

に県の方針が定まって、中小企業団体であるとか、また中小企業のいろんな業種の内容の

方とかお話をして、県はこう考えているのだけれども、あなた方はこのような考え方につ

いてどう思うかというところが今の時点でできていないと、ちょっとこの経過では間に合

わないのではないかと思うのですけれども、そのスケジュールというのはどうなっている

のでしょうか。それがまず１点。 

 ２点目は、調査、ヒアリング、アンケート結果ですが、随分業種的に偏っているような

気がします。これは、県の業種の全体的な割合、製造業、卸売業、小売業、その他いろい

ろありますけれども、全体で今実施している分布と回答率とが、割合が合っているのかど

うか、これについてもちょっとどのような傾向にあるのか。まず２点お伺いします。 

○山村経営支援課総括課長 検討スケジュールにつきましては、先ほど申し上げましたよ

うなアンケートとかそういう形で現状把握する、そういう作業を進めながらスケジュール

についても検討していきたいと考えております。 

 また、アンケートについて、業種別の割合ですが、先ほどお話ししたように、商工団体

に伺って、会議等の場でアンケートをいただいたりするものもありまして、個別の企業に

選んでやったものだけでもないので、結果としてこういう形になっておりますので、必ず

しも業種別の比率に応じた形にはなっていない状況になっております。 

○飯澤匡委員 結果だけそういうふうにお話しされても、これからつくっていくわけです

から、やっぱり県の強固な意思というか、こうありたいというものが先んじて出てこない

と、こういう条例をつくってもなかなか肝心の動く主体、主役である中小企業が躍動して

もらわないと困るわけですから、そこが一番私は大事な肝だと思いますよ。 

 それから、私の意見を申し上げますと、今大変深刻なのは、アンケート結果にもあると

おり、人材の確保と育成なのです。これは大変厳しいです。それから、中央の資本力と、

それから地方の資本力の差が、歴然と差がついています。私の業界でいうと、やはり大手

というのはかなりの資本力を持って、人材の確保もするし、それから給料、手当にしても

どんどん差がついてくるというような状況にあります。その中にあって、毎年県立高校の

入学式、卒業式に御案内をいただきますけれども、確実に減っていますから、目に見えて。

県内の子供たち、その担い手が減っています。その中でどうやって中小企業は生きていく

かというのは、これは大変な問題です。政府は、オリンピックを目指して、建設業だけは

かなりの特別措置を考えていると。次の国会で法律が通るやにも聞いていますけれども、

それだけでは片手落ちですよね。だから、人材の育成というのがこの基本的な考え方の中

には今の時点でも入っていないわけですから、私はもう少し焦点をぐっと絞って、中小企

業の方々が、さっき前段に労使関係のお話もありましたけれども、労使が一体となって、
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働く側も雇い主側も一緒になって進めていく、そういう会社をつくっていくためには、や

はりしっかりとした人材をつくっていかなければならない。これは中小企業にとって大き

な命題であり、今の当面の課題です。ここ 10 年先、20 年先ずっとそうだと思います。そ

こをしっかりとにらんで、せっかく条例をつくるのであれば、もう少し方向性をきちっと

定めて、今の時点からやっていただくことを要望したいと思います。 

 でき上がったものも見て、判断をして、余りにも先ほど来お話がある理念的な条例がつ

くられたとしたら、私はそういう寂しい思いをするので、言葉はもっときついものを実は

持っているのだけれども、きょうはこれぐらいにしておきますが、方向性だけはしっかり

定めて、ただ研究してこれから考えるというのではなくて、岩手として、中小企業のため

に本当にどうするかということを真剣に考えて、そこの柱立てをしてほしいと思います。 

 最後、部長にその辺について感想等ございましたらお聞きして終わります。 

○橋本商工労働観光部長 ただいま飯澤委員のほうから御指摘をいただきました、しっか

りとした方向性と柱立てができていなければならないというのは、御指摘のとおりだと思

っております。現在調査をしている中におきましても、人材の確保、育成というのは、先

ほどグラフ等でも、データでお示しをしたとおり、突出して高くなってきていると。こう

いう現状をしっかりと踏まえながら、岩手で中小企業が持続的に発展できるような仕組み

づくり、そのための支援をするような形になるような条例について、制定するよう努めて

まいりたいと思います。 

○斉藤信委員 今の議論にかかわって 1点だけ。飯澤委員の質問、大変大事だったと思い

ます。それで、この間、盛岡市で高校再編のブロック懇談会がありました。こういう意見

が出ました。八幡平市の商工会の事務局長なのだけれども、毎年平舘高校と商工会の懇談

会をやっているというのです。そして、地元の企業に対するインターンシップ、そして地

元企業への就職を推進していると。地元企業も若手が就職して活力になるし、地元の定着

も図られるということで、大変すばらしい取り組みだなと。これは高校のあり方にもかか

わるのだけれども、そういうことも含めて地域と結びついた、地域のさまざまな諸機関と

の連携というのがまだまだ不足をしていると。今の例なんていうのは、一番進んだ例で、

ほかのところはほとんどそういう例はないのではないかと思うのです。だから、そういう

意味でいくと、そういう例も出ているので、そういう諸機関との連携というのも大変大事

な課題だと。建設的な発言で終わります。 

○髙橋元委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 ほかになければ、これをもって中小企業振興の方向性について調査を終

了いたします。 

 次に、公契約条例について調査を行います。調査の進め方についてでありますが、執行

部からの説明を受けた後、質疑、意見交換を行いたいと思います。 

 それでは、当局から説明を求めます。 
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○千田労働課長 公契約条例について御説明します。 

 お手元にホチキスどめをしました二つの資料を配付させていただいておりますけれども、

公契約条例についてと表題にした資料をごらん願います。もう一つは参考資料ですので、

適宜御参照をお願いします。 

 初めに、１の経緯・背景でございますが、(1)のところに記載しておりますとおり、本条

例につきましてはその早期制定を求める請願２件が平成 24 年９月議会において採択され

ております。請願提出者は、括弧内に記載いたしましたとおりでございます。 

 次に、(2)の公契約に係る本県の経済・労働の動向について御説明します。ただいま御説

明しました請願におきましては、公契約を取り巻く状況として、コストダウンと受注のた

めの過当競争による受注価格の低下や労働者の賃金、労働条件の低下などが見られるなど

の指摘がなされているところでございますが、その後の復興事業の本格化等に伴いまして、

県内の情勢はさらに大きな変化が見られるところでございます。 

 その状況につきまして、建設業を中心に御説明いたします。建設業界の状況といたしま

しては、県内建設投資額は平成８年度をピークに減少に転じておりまして、平成 22年度は

平成８年度比 49.4％とピーク時から半減するに至りまして、大震災後の平成 23 年度も

43.8％にまで減少しておりましたが、平成 24年度は 68.2％と回復し、平成 25年度はさら

に 87.4％まで回復しております。 

 建築資材の需給状況等でございますけれども、生コンクリートはＪＩＳにおいて打設時

間の制限が設けられていることもあって、またコンクリート用砕石につきましては材料費

に占める運搬費の割合が高く、通常地域内で調達する資材となっていることもありまして、

これらの資材は現在需給が逼迫し、価格の高騰が生じております。 

 これらも要因の一つになっているものと思われますが、入札取りやめの発生状況でござ

いますが、平成 25年度の入札取りやめの発生率は 21.4％と、前年度の 12.3％を大幅に上

回っております。工事の業種別では、建築一式工事が 43.0％、土木工事が 25.4％となって

おります。 

 このような状況の中にあって、県内建設業の総資本経常利益率は、平成 16年度以降はマ

イナスが続いていたわけでございますが、平成 23 年度は前年度比 2.96 ポイント増の

1.85％、平成 24年度は同比 3.57ポイント増の 5.42％となってございます。 

 次に、労働市場、労働者の賃金実態等について御説明します。まず、本県の労働者数で

ありますが、平成 24年２月の全産業の従業者数と平成 21年７月のそれを比べますと、３

万 3,542人減少してございます。建設業の従業者数につきまして、同様に平成 24年２月と

平成 21年７月のそれを比べますと 145人増加と、若干プラスに転じてございますが、御案

内のとおり、復興事業の本格化に伴いまして、現在建設業における人手不足が続いている

状況にございます。 

 年齢階層別就業者数の推移を見ますと、20 歳から 24 歳の就業者数は、平成 12 年には

6,000人を超えておりましたが、平成 22年には 2,000人を下回っており、建設業における
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若年層の就業者数が減少してきてございます。 

 有効求人倍率の状況でございますが、有効求人倍率は１倍台を続けておりますが、正社

員の有効求人倍率は地域別に見ますと最も高いのが大船渡の 1.13倍、最も低いのが久慈の

0.34倍となってございまして、被災地の正社員有効求人倍率が上昇してございます。新規

求人数に占める正社員の割合は、産業全体では 36.2％となってございますが、産業別では

建設業が 78.0％と最も高くなってございます。 

 次に、賃金の状況でございますが、賃金構造基本統計調査結果によりますと、本県の全

産業の男性の平均賃金は減少傾向が続いておりまして、平成 25年は 27万 8,400円となっ

てございます。建設業の男性の平均賃金も減少傾向にありましたが、平成 25 年は 25 万

8,500円となり、平成 24年と比べまして 7,600円の増と上向き傾向にあります。しかしな

がら、全産業の平均賃金との比較で見ますと、１万 9,900円下回っておりまして、建設業

労働者の平均賃金は依然低位にございます。 

 最後に、労働災害の発生状況でございますが、県内における労働災害による休業４日以

上の死傷者数は、平成 22年から４年連続して増加しておりまして、平成 25年は 1,400人

台となってございます。災害発生状況を業種別に見ますと、建設業が 20.7％と最も高くな

ってございます。 

 次に、(3)の公契約にかかわる基本的な課題や公契約を活用した政策の推進に係る動向に

ついて御説明します。まず、公契約における基本的な課題と対応でございますが、県の発

注する契約におきましては、透明性、競争性等の確保が求められるところでございます。

このような県の契約が本来的に備えるべき事柄にかかわりまして、御案内のとおり県発注

工事の入札に絡む独禁法違反事案などが発生したところでございます。このため、県にお

きましては、透明性、競争性の確保のため、入札結果や発注予定等の公開、競争入札参加

資格者名簿の作成による不良不適格業者の排除等の取り組みを行ってございます。また、

談合その他の不正行為の排除に向けましては、予定価格の事前公表や電子入札の実施など

の取り組みを行ってきたところでございます。 

 同様に、県が発注する契約におきましては、品質や適正な履行の確保についても求めら

れるところでございますが、一般競争入札の拡大に伴いまして、価格競争の激化による工

事やサービスの質の低下が問題となりましたことから、価格以外の要素を考慮した入札方

式として、総合評価方式の導入や低入札価格調査制度、最低制限価格制度の導入、それら

の基準価格や制限価格の事後公表などに取り組んできたところでございます。 

 次に、公契約を活用した政策の推進に係る動向について御説明します。行政における政

策推進の方策といたしましては、従来から法による規制、省令、あるいは補助金制度など

があるわけでございますが、近年は公契約を活用して政策を推進しようという動きが見ら

れるところでございます。法律レベルで申し上げますと、リサイクル製品などの公共調達

を推進する国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律、いわゆるグリーン調達や、

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律などが制定、施行されてきて
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いるところでございます。 

 また、地方自治体におきましては、ただいま御説明させていただいております、いわゆ

る公契約条例の制定が進んでおります。資料に記載しましたとおり、現在都道府県レベル

では、長野、奈良の２県で制定されております。両県の条例は、公契約が備えるべきもの

や、公契約に求められるものを理念等として定め、その実現を目指すという内容になって

ございます。 

 市区町村レベルでは、現在 14市区が制定されておりまして、その多くが賃金条項を規定

するものとなってございます。 

 さらに、資料では、地方自治体における公契約の活用事例の拡大とだけ記載させていた

だいておりますが、条例以外の手法による取り組みも見られるところでございまして、若

干古い事例となりますが、例えば東京都では契約の相手方に対し、都との物品納入等の契

約を履行するために車を使用する場合には、ディーゼル車規制適合車によらなければなら

ないことを義務づけるなどしているところでございます。 

 次に、２の取り組み状況について御説明します。平成 25年度の取り組み状況につきまし

ては、本年４月の閉会中の委員会で御説明申し上げましたので、現在の平成 26年度の取り

組み状況について申し上げますと、今年度は庁内検討等といたしまして、法制面からの検

討ということで、条例の成案づくりに取り組んでいるところでございます。また、庁内調

整として、昨年度に引き続き庁内関係部署から成るチーム会議を開催し、協議、連絡調整

に努めるとともに、県の請負工事契約数等に係る調査等、バックデータの収集整理に取り

組んでいるところでございます。 

 また、調査・情報収集としましては、先行自治体における訪問調査やアンケート調査、

それから４月下旬から５月中旬、７月中旬から下旬の２回に分けまして、これも昨年度か

らの引き続きとなりますが、関係団体からの意見等を伺ってきたところでございます。ま

た、過般はフォーラムの開催なども行ったところでございます。 

 次に、３の今後の方向等について御説明します。現在鋭意条例の成案づくりに向けて検

討を進めておりますが、本県の制定する条例は、県の契約の透明性や公正性の確保のほか、

公契約に携わる労働者の労働条件の改善等を狙いとしたものにしたいというふうに考えて

ございます。 

 また、この条例制定によりまして、入札契約制度全般につきまして公正かつ適正に運用

を図り、県民に信頼される行政運営を実現するとともに、公契約を通じて公契約に携わる

労働者の労働条件の改善や、よりよい地域社会の形成等を図っていくことを目指したいと

考えてございます。 

 条例の成案づくりに当たって課題となっておりますのは、一つは関係法令との法的適合

性についてでございまして、さらに検討が必要な状況となってございます。また、今後県

内市町村においても公契約条例が制定される可能性がございますが、条例で規定する内容

によりましては、県条例と市町村条例が実質的に重層関係となることも考えられますこと
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から、この点についてさらに検討が必要となってございます。 

 今後のスケジュールにつきましては、これまで御説明してきているとおり、来年２月県

議会での提案を一つの目途に取り組んでまいる所存でございます。 

 最後に、長野県と奈良県の条例について御説明いたします。資料の４ページをごらん願

います。先ほど都道府県レベルで制定されている長野県、奈良県の条例は、ともに公契約

が備えるべきものや、公契約に求めるものを理念等として定めていると御説明いたしまし

たが、その規定内容、規定ぶりはかなり相違してございます。二つの条例を比較しながら、

おのおのの特徴と思われるところを御説明したいと存じます。 

 １の目的でございますが、究極の目的としましては、長野県は県が県民福祉の向上、奈

良県は地域経済の健全な発展と県民福祉の増進を掲げてございますが、直接的な目的とい

たしまして、長野県は契約制度の公正かつ適切な運用と県の一定の行政目的の実現を、奈

良県は適切な労働条件の確保、その他の社会的な価値の実現及び向上を挙げてございます。 

 ２の対象契約でございますが、長野県は工事請負、業務委託、物品購入等の全ての契約

を対象としております。奈良県は工事請負、業務委託の全ての契約を対象としつつ、その

中でも規則で定めるものを特定公契約と位置づけまして、後ほど御説明する特別の措置を

講じるとしてございます。 

 ３の公契約に求めるものでございますが、長野県は発注する契約に対しまして公正で適

正な契約であること、総合的にすぐれた契約であること、活力ある地域社会実現のために

配慮を伴ったものであること、社会的責任を果たす事業者の育成につながるものであるこ

となどを求めてございます。また、社会的責任を果たす事業者の育成のため、契約の相手

方である事業者に対しましては、賃金水準などの労働環境の整備、環境への配慮、障がい

者雇用の促進、男女共同参画社会の形成などを求めるとの内容となってございます。これ

に対し奈良県は、全ての契約に対し適切かつ公正な契約であることと、最賃以上の賃金の

支払い、社会保険への加入に係る５法令の遵守というものを求めてございます。 

 ４の具体策でございますが、ただいま申し上げました公契約に求めるものについて実現

するための、その具体策につきましては、長野県は取組方針という計画・政策集に類する

ものを条例の外で策定するということにしてございます。これに対しまして奈良県は、全

ての契約において受注者の選定の際、適正な労働条件の確保その他の社会的な価値の実現

等の寄与を勘案するとともに、公契約の履行の際５法令の遵守を求めるとしてございます。

特に特定公契約と位置づけたものにつきましては、５法令の遵守を約した者、誓約書のよ

うなものを提出させると聞いてございますが、そのような者と契約を締結するとともに、

ここに記載いたしました手続、措置、賃金支払い状況の報告でありますとか、これに疑義

あるときの説明、遵守していないと認められた場合の過料処分などを行うとしてございま

す。 

 ５の審議会でございますが、長野県は取組方針などの重要事項を審議するために審議会

を設置するとしてございますが、奈良県は同様に審議会を設置するほか、過料の適否等を
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審議するための委員会を設置するとしてございます。 

 簡単でございますが、以上で説明を終わります。 

○髙橋元委員長 ただいまの説明に対し、質疑、意見等はありませんか。 

○斉藤信委員 公契約条例の制定の取り組みもかなり煮詰まってきたというか、スケジュ

ール的には煮詰まってきた。中身はどうなのかと、今の説明を聞いてももう一つなので。

今の説明で、２ページ目で３の今後の方向等、条例制定の狙いと、公契約に携わる労働者

の労働条件の改善等を狙いとした公契約条例を制定すると、こうなっていますね。ここは

極めて重要だと。その点で言うと、何が核心かというと、賃金条項なのです。千葉県野田

市から始まって市町村レベルの大勢は、この賃金条項を定めているのです。だから、残念

ながら県レベル、長野県、奈良県というのは理念条例にとどまったと。これは、先進事例

にならないと。実際に長野県というのは、時期的には一番早く制定になったけれども、全

然報道もされない、注目もされていないのです。行政が勝手につくったという感じ。こう

いうものではだめなのです。やっぱり請願の趣旨を踏まえて、この説明資料にあるように

労働者の労働条件の改善等を狙いとした公契約条例の制定を目指すのだったら、私は全国

都道府県レベルでは初の賃金条項を明記した条例にすべきだと。ここに私は最大の核心が

あると思っているのですけれども、いかがでしょうか。 

○千田労働課長 条例の内容につきましてでございますが、現在庁内の法務担当部署も交

えまして鋭意検討を進めてございますけれども、検討、整備されるべき技術的な課題もた

くさんございまして、立案作業に時間がかかっており、まだ方向性は固まってございませ

ん。 

 盛り込む条項、規定ぶりについては、長野県、奈良県の条例の分析なども進めながら課

題を整理して固めていきたいというふうに考えてございます。 

○斉藤信委員 そこが大問題なのです。では、どうやって労働者の労働条件の改善を図る

のかと。私は、前の委員会でも紹介したけれども、例えば建設関係でいくと、設計労務単

価が確かに今回引き上げられてきているのです。大工でいうと１万 8,500円でしたか。と

ころが、実際現場で働いている大工には１万 3,000円ぐらいしか払われていないというの

が現場の建設労働者の実態です。せめて、今野田市を含め多数派の公契約条例は、設計労

務単価の 90％を基準にするというのが大勢なのです。これは契約ですから、どうしても

100％で契約されるわけではないので、落札率がね。100％保証するというのは難しいのだ

けれども、最低やっぱり 90％以上という形で働く労働者の賃金を守っているというのが今

制定されている公契約条例の大勢、一番歓迎されている内容です。それは、経営者にとっ

てもきちんと賃金を確保できるし、働いている労働者も最低のそういう基準が守られるの

で、経営者にとっても労働者にとってもこれは好評なのです。 

 法律的、技術的問題があると言っているけれども、例えば神奈川県川崎市、政令市です。

県レベルのこういう政令市でもやっているのです、政令市でも。そして、実際にこれは問

い合わせもしているのです、問題あるかと。問題ないという回答なのです、法律的には。
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地方自治体でそういう取り組みやって問題ないということになっているのです。私は、だ

から技術的に問題がないわけでないかもしれないけれども、法的問題がないというのが正

式の国の回答ですから。だからこうやって実際に取り組まれているので、その点について、

部長、全国の先進的な水準、体制、私は労働者の労働条件の改善を狙いとした条例という

点でいけば、核心的な賃金条項を外したら請願者の期待、県民の期待に応えられないので

はないかと思いますが、いかがですか。 

○橋本商工労働観光部長 本県で定めようとしております公契約条例のあり方につきま

しては、現在さまざまな形で、雇用労働フォーラム等も先般開催をいたしましたし、また、

先進地の事例調査等も行ってきております。それから、本日御説明申し上げました長野県、

奈良県につきましても、まだ具体的な形での条例の効果等の把握というのは難しい状況で、

特に奈良県等については施行期日の関係はこれからということもありますが、これについ

てはさまざま経営者の方々、あるいは労働者の方々、双方の御意見でどのような形の中で

労働条件の透明性の確保を図っていくかということについて、十分御意見を踏まえた上で

判断をしていく必要があるものと考えておりまして、そういった中で、議会との、各会派

の方々にも御説明等もさせていただいた経緯もございますけれども、そういった御意見等

を踏まえてどのような形の賃金条項を導入すべきかどうか等も含めて検討をさせていただ

きたいと思います。 

○斉藤信委員 なかなか煮え切らない部長の答弁でした。実は、都道府県レベルのこうい

う公契約条例で一番注目されているのは岩手県なのです。長野県、奈良県というのは全然

注目されていなかったのです。なぜかというと、県議会で請願が採択をされて、それを踏

まえて条例制定をやる、取り組んでいるからなのです。そして、その土台というのは、先

ほどの説明であったように既に 14 市区で制定されている公契約条例は賃金条項を規定す

るものが多いとなっているわけです。いわば今まで制定されている公契約条例の一番大事

なポイントはここにあると、このおかげで広がっている。だから、請願の趣旨を踏まえて

取り組んでいる岩手県が実は全国で一番注目されているのです。本当は岩手県が一番最初

に公契約条例を制定するのではないかと言われていたけれども、何か知らないうちに長野

県と奈良県でやってしまったのです。ところが、一番注目されているのは岩手県ですから、

私は岩手県の公契約条例は請願の趣旨、本当に県民の期待、全国のこれまでの到達点を踏

まえた公契約条例にならないと肩すかしになってしまうというふうに思います。ここは真

剣に考えていただきたい。私は、実質岩手県が全国初の公契約条例にすべきだと。そうい

う意気込みでぜひこの問題に取り組んでいただきたいと思いますが、改めて部長。 

○橋本商工労働観光部長 県議会におきます請願の採択は一つの契機でございました。他

方で、近年は公契約に対する社会的要請が多様化してきているのも事実でございます。政

策推進に当たって、公契約を活用する動きが広がりを見せてきているわけでございますが、

公契約条例もそのような流れの中の一つの手法、形と考えているところでございます。そ

のような位置づけをもって条例の必要性を捉え、また請願の趣旨も踏まえながら案づくり
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に取り組んでまいりたいと考えております。 

○斉藤信委員 この点でも、確かに経営者と労働者側のニュアンスはまだまだ違っている

かもしれません。これもヒアリングだけにとどまっていたらだめなのです。必ず共通理解

というか、納得が得られる、そういう中身なのだと思います、本来。だから、そういう共

通理解、納得を得る努力をヒアリングにとどめないで、この間フォーラムはやったようで

すけれども、もっとざっくばらんな議論から進めて、結果的には経営者にもプラス、労働

者側にもプラスというのが、やっているところの実際の経験であり教訓です。だから、そ

ういう意味でいくと、ぜひ共通のテーブルに立った、やっぱりけんけんがくがくの議論を

通じて、熟さない中でのものではなく、そういう熟した中での条例制定を考えていただき

たい。 

 それで、ちょっと付随する問題について触れておきますが、公契約条例を制定する場合

には適用の範囲というのが問題なのです。この点では長野県も奈良県も適用範囲を広げて

いるということですから、私はその適用範囲というのを請負契約だけではなくて業務委託

契約も含めたものに広げていくべきだと。 

 二つ目は、やっぱり賃金条項の場合の下限額は、先ほど私が言ったように先進事例でい

くと公共工事の設計労務単価の大体 90％というのが今の大勢ですから、私はこれが基準に

なるのではないかと。業務請負契約の場合には、例えば公的機関が定める労務単価、賃金

構造基本統計調査に基づく設定とか、建築保全業務労務単価を基準にしているところもあ

ります。これは、そういう既に幾つかの具体的事例がありますから、私は業務請負契約の

場合でもそういう設定は十分可能だというふうに思いますが、付随するそうした問題につ

いてどうなのでしょうか。 

○千田労働課長 先行事例で申し上げますと、工事請負のそういう下限額を設定する場合

ですけれども、その場合の単価の設定は、ただいま委員から御説明ありましたとおり 90％

ないし 85％程度のラインで設定している例などございます。 

 委託契約のほうにつきましては、－委託契約と申しますのは施設のメンテ、清掃、警

備等でございますけれども－こちらの場合ですと生活保護基準を用いるところ、職員の

給与を基準に持ってきているところ、それから既に委託している業務の労働者の賃金を参

考にするとか、いろいろ参酌すべき基準を求めておりますけれども、どれがいいのか、一

概にこれがベストというのはないものと思ってございます。 

 それから、公契約そのものの適用範囲につきましては、参考資料のほうに、参考－６と

いうページ番号をつけてございますが、そこに記載しておりますとおり、自治体の規模等

もあるかと思いますが、こちらのほうも自治体によってさまざまな設定がございます。あ

くまで賃金条項を設定する場合のという前提でありますけれども、どのような範囲に絞る

べきか、ここのところは論点の一つになるというふうに思ってございます。 

○斉藤信委員 最後にしますけれども、私は、公契約条例の最大の目的は公契約にかかわ

る労働条件の改善だと思います。今問題になっているのは、官製ワーキングプアなのです。
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いわば県や市町村が発注する事業でワーキングプアがつくられると。やっぱりそういうこ

とがあってはならないと。県や市町村が発注する事業でワーキングプアをつくらない最低

限の生活を維持する賃金条項というのが、そういう意味でいけば私は最大の目的になるし、

そのことが公共サービスの質の確保にもつながる。今劣化しているのです、公共サービス

が。民間委託というのがどんどん進んで、契約するたびに委託価格が落ちていく。それは

どこにしわ寄せが行くかというと、全部人件費なのです。だから、そういうものを私たち

は、今抜本的に見直す時期に来ているのではないかと。公契約にかかわる、そこで働く労

働者の労働条件を改善すると同時に公共サービスの質も確保する。そういう意味で実のあ

る公契約条例の制定に向けて、本当に汗をかいてほしい。２月に提案したいということで、

これは前向きなのだけれども、時期ありきではなく、やっぱり本当に関係者がそれで納得

するようなものにしっかり仕上げる必要があるのではないかというふうに思います。最後

に部長の答弁を聞いて終わります。 

○橋本商工労働観光部長 まず、公契約条例の制定の時期ありきではないのだという委員

からの御指摘もございました。その分内容をしっかりとしたものにするべきであるという

ことかと理解をしております。いただきました御意見等を踏まえまして、課題は多数議論

の分かれる、あるいは論点の分かれる議論もしていかなければならないというふうに考え

ておりますが、そういうふうなプロセスをしっかりと踏まえて、労使にとって意味のある、

そしてまた委員から御指摘のありました公共サービスの質の向上というようなことにもつ

ながるような、そういう条例の制定に向けた取り組みについて鋭意検討を進めてまいりた

いと思います。 

○髙橋元委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 ほかになければ、これをもって公契約条例について調査を終了いたしま

す。 

 この際、執行部から株式会社ＤＩＯジャパン及び県内の関連コールセンターへの対応に

ついて発言を求められておりますので、これを許します。 

○菅原副部長兼商工企画室長 御説明に当たりまして、お許しいただければ資料をお配り

して御説明したいと思いますので、よろしくお取り計らい願います。 

○髙橋元委員長 ただいま執行部から資料の配付の申し出がありましたので、これを許し

ます。 

   〔資料配付〕 

○菅原副部長兼商工企画室長 それでは、株式会社ＤＩＯジャパン及び県内の関連コール

センターへの対応について、資料により御説明を申し上げます。 

 １の株式会社ＤＩＯジャパン及び関連会社に関する動向でございますが、これにつきま

してはこれまで報告した内容も含めて御説明をさせていただきます。 

 １点目は、花巻コールセンター、釜石コールセンター、洋野コールセンター及び二戸コ
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ールセンターの４事業所は、本年６月 30日をもって閉鎖しております。 

 それから、２点目は、二戸コールセンターですが、後継企業、これは株式会社セラヴィ

リゾート泉郷でございますが、同施設において７月１日から事業を開始しております。９

月１日現在の従業員数は 16人となっております。 

 ３点目、株式会社ＤＩＯジャパン本社についてですが、７月 31日に業務を休止いたしま

して、その後県では同社及び関連会社に係る法的整理その他一切の事項に関して、弁護士

が受任したという情報を得まして、速やかに関係各市町に情報提供をしております。 

 ４点目は、奥州コールセンターですが、８月 10日をもって業務終了となりまして、８月

11日、従業員全員に対し解雇通告を行っております。その後、県と奥州市が連携して県内

外のコールセンター運営会社に対し、事業継承について折衝してきた結果、複数社が条件

面が折り合えば奥州市へ進出する意向がありますことから、元従業員の意向を聞きながら

折衝を継続しております。 

 ５点目は、盛岡コールセンターですが、８月 20日をもって事業所を閉鎖いたしました。

雇用期間は８月 31日までとなっております。盛岡市からの情報によりますと、３月以降、

譲渡予定企業がＤＩＯジャパンとの間で経営譲渡の手続を進め、４月以降は譲渡予定企業

が実質的に業務運営を行ってきましたが、ＤＩＯジャパンに関する一連の報道もありまし

て従業員の確保が困難なことから事業継続を断念したとしております。 

 ６点目は、洋野コールセンターですが、後継企業、これは株式会社ＣＴＩ情報センター

でございますが、同施設において８月 29日から事業を開始しております。同日現在の従業

員数は６人ですが、洋野コールセンターの元従業員を中心に、当面 20人前後の雇用を予定

ということでございます。 

 なお、各コールセンターの運営状況等を表にまとめておりますが、現在県内のＤＩＯジ

ャパン関連のコールセンター６事業所中、閉鎖となった事業所が盛岡、花巻、奥州、釜石

の４カ所、それから閉鎖後に新たな経営法人により事業を開始した事業所が洋野、二戸の

２カ所となっております。また、解雇等離職者は７月１日から９月１日までの人数ですが、

合計では 134人となっております。 

 次に、２ページをごらん願います。２の国からの調査の指示でございますが、本年８月

18日付で厚生労働省から県を通じて関係市町に対し、ＤＩＯジャパン関連会社について調

査を実施するよう通知がございました。調査の実施主体はＤＩＯジャパン関連会社と契約

を締結した市町でございまして、本県の場合は６市町でございます。 

 それから、(2)、調査を実施する目的等でございますが、ＤＩＯジャパン本社及び関連会

社に係る不適正事案が複数明らかになったことから、同社及び関連会社の法的手続の開始

に備え、緊急雇用創出事業に係る返還額を確定するため、委託事業に係る収入等を調査す

るものでございます。 

 それから、３のリース料実績及び取得等の状況でございますが、ＤＩＯジャパン関連コ

ールセンターのリース料実績及び委託事業終了後のリース物品の取得等の状況について、
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関係市町を通じて確認した結果は次のとおりでございます。 

 まず、(1)のリース料実績でございますが、リース契約については６事業所の合計で、平

成 24年度及び 25年度の当初計画額５億 2,735万円に対して、リース料実績、これは委託

対象としたリース料でございますが、４億 7,056万円となってございます。 

 なお、平成 25年度のリース料実績が当初計画額を大きく下回りましたのは、平成 25年

度当初計画時点ではリース費用を見込んでおりましたが、リース契約が締結されず、リー

ス料の支出がなかったものが４事業所あったことによるものでございます。 

 次に、(2)のリース物品の取得状況でございます。まず、什器関係について、リース業者

から再リース後有償で取得したのが１事業所、それから無償で取得したのが５事業所とな

っております。事業所ごとの取得価格等は表に記載のとおりでございます。 

 また、コールセンター業務用機器については、リース業者から再リースしたのが１事業

所、それから有償で取得したのが３事業所、それから無償で取得したのが２事業所となっ

ております。各事業所ごとの取得価格等は表に記載のとおりでございます。 

 なお、一番下のほうに米印で付しておりますけれども、リース契約については、平成 25

年５月 13日付厚生労働省通知によりまして、平成 24年度事業はリース契約終了後に無償

で譲渡される場合も委託事業の対象経費となりましたが、平成 25年度以降はリース契約終

了後に貸し手にリース物件を返還する、つまり所有権の移転を生じない場合のみが委託の

対象とされたところでございます。 

 次に、４ページをごらんいただきたいと思います。４の未払い賃金への対応状況でござ

いますが、給与の未払いが発生していた４事業所のうち、花巻、釜石、それから洋野の３

事業所については、国の未払賃金立替払制度による立てかえ払いが行われる見通しとなっ

ております。残る奥州の事業所についても、今後認定されるものと見込まれております。 

 なお、立てかえ払いの総額、それから立てかえ払いを受ける元従業員数等の数値は、公

表はされておりません。 

 それから、未払賃金立替払制度は企業倒産により賃金が支払われないまま退職した労働

者に対して、未払い賃金の一部を国により立てかえ払いされる制度でございまして、その

概要を点線囲みに記載しておりますので、ごらんをいただきたいと思います。 

 それから、５の今後の県の対応でございますが、１点目はＤＩＯジャパン及び関連会社

について、法的整理が開始されることが見込まれますが、その場合には債権届け出期限ま

でに債権額を届け出なければなりませんので、関係市町が行う委託料返還額の確定が適切

に行われるよう、県として関係市町と連携しながら対応してまいります。 

 それから、２点目は、ＤＩＯジャパン関連コールセンターの離職者について、地元市町、

それから岩手労働局と連携し、再就職を支援してまいります。 

 それから、３点目は、奥州コールセンターの後継企業について、引き続き奥州市と連携

して折衝してまいります。 

 次に、４ページをごらん願います。コールセンター人材育成事業のリース料実績と取得
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等の状況を取りまとめたものでございます。これにつきましては、７月３日の当委員会に

おいて、各センターごとのリースの契約状況を資料としてお示ししたものでございますが、

今回はそれに加えまして当初計画額を括弧内に数字として記載するとともに、一番右側に

取得価格または再リース価格という欄を設けまして、各コールセンターごとに取得または

再リースの状況を記載したものでございます。説明は省略させていただきますが、ごらん

をいただきたいと思います。 

 以上で株式会社ＤＩＯジャパン及び県内の関連コールセンターへの対応についての説明

を終わらせていただきます。 

○髙橋元委員長 ただいまの報告に対する質疑を求めるわけでありますが、この際昼食の

ため午後１時まで休憩にいたしたいと思います。再開後、質疑を求めます。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○髙橋元委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 なお、吉田敬子委員は欠席とのことでありますので、御了承願います。 

 ただいまの報告に対する質疑を含め、この際何かありませんか。 

○神﨑浩之委員 それでは、ＤＩＯジャパンの件なのですが、当初考えていた質問を変え

まして、配付されました資料から２ページに国からの調査の指示ということで、(2)、不適

正事案が複数明らかになったということであります。そして、収入等を調査するというこ

とでありますが、まず不適正事案が複数ということなので、この項目についてお聞きいた

します。 

 それから、収入等をということでありますが、この収入等の等の部分についても確かめ

させていただきたいと思います。 

 この事業については、特に人件費以外の部分が限りなく 50％に近いというような異常な

支出でありまして、それにかかわる備品、財産、リース等について、それから適正だった

かということを確認したいのでありますが、同じく２ページ、(2)、什器関係についてとい

うことでありますが、リースについて無償で取得と、それから再リース後有償で取得とい

うようなことが書いてありまして、厚生労働省通知云々ということもあるのでありますが、

この点について再リース、それから再リースの有償、無償、この点について伺い、説明を

いただきたいと思います。 

 あわせて、これ以外の備品について、財産というか備品についてはどういうふうに整理

をしていらっしゃるのか。これは、リースしか書いていないのですが、そのほかの備品、

それから財産についてはどういうふうに県のほうは今位置づけておって、事業終了したセ

ンターが多いわけなのですが、その後の取り扱いについてはどういうふうな方向で整理さ

れているのかお伺いしたいと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 国の目的の中にあります不適正事案についてというこ

とですが、これについて国からこういうふうな通知があり、国からの内容として聞いてお
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るだけでして、具体的な内容というのは私どもでは承知してございません。 

 収入等の等につきましては、支出としての事業が適切に行われていたかどうかという点

での調査を行うというものでございます。 

 今回の備品の有償、無償の考え方でございますが、２ページの下にありますが、平成 25

年５月 13日付で厚生労働省から通知が出ておりまして、平成 25年度以降についてはリー

ス契約終了後に勝手にリース物件を返還する、つまり所有権の移転を生じない場合のリー

ス契約を、そういった場合のリース契約のみが委託事業の対象とされているということで

ございまして、逆に平成 24年度については特にその辺の明確な基準が示されておりません

でしたので、今回その表にあります各事業所というのは平成 24年度からの契約のものでご

ざいますので、仮に無償であったとしても委託事業として対象とすることができるという

ふうなことでございます。 

 その他の備品についてということなのですが、今回このコールセンター人材の育成事業

に関しましては、備品の取得というのは認めないというのを各関係市町で特約でつけてお

りましたので、リース以外での備品の取得はなかったものというふうに理解しております。 

 今後の備品の取り扱いということですが、それについては取得した財産については各コ

ールセンターのほうで適切に管理し、あるいは使われるものというふうに理解しておりま

す。 

○神﨑浩之委員 最初の質問なのですが、国から言われている不適正事案が複数明らかに

なったということで、今後県のほうが調査しろということだと思いますが、どういうふう

なことがあったのかということ、どれが不適正事案なのかということが確定しないことに

は調査が進んでいかないと思うのですけれども、そういう当局の認識でいいのかなと。こ

れに対する照会とかなくていいのかというところがまず１点。 

 それから、リースについては、平成 24 年度、25 年度だと思っておりまして、４ページ

の表を見たのですが、平成 24年度のみのリースの額でも右側のほうに取得というので金額

が入っているところがあるので、この辺はどういうふうに整理しているのか、もう少し説

明をいただきたいと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 不適正事案の内容につきましては、私ども県においても

立地市町村が元従業員の方から事業実施期間の状況についてお聞きするということになっ

ております。その間の、例えば研修の実態がどうだったのか、あるいは日誌等についての

期日が適正だったのかなどという観点で調査を行っておりまして、そういった観点で、そ

ういったことに関するものが全国でもあったのではないかというふうに思っております。 

 ４ページの表の取得という部分ですが、ここでゼロと書いて取得と書いたのは無償での

取得という意味で書いておるものでございます。所有権は、当該コールセンターに移りま

したが、その際に対価としての金銭の支払いはなかったという意味で表にしているもので

ございます。 

○神﨑浩之委員 最初の質問なのですが、資料の２、国からの調査の指示ということで、
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国のほうから調査しろということだと思うのですけれども、不適正事案というのは国のほ

うではどういうふうなものがあるのだよというのは来ていないのですね。もう一回、ちょ

っと確認したいと思います。 

 それから、４ページのリースの表なのですけれども、平成 24年度の計画額で有償と無償

がありますよね。この辺、どういうふうに整理しているのかということをお伺いしたので

ありますが、もう少し説明をお願いしたいと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 不適正な事案の内容についてということですが、国から

は具体的には示されておりません。 

 有償、無償の整理ですが、これにつきましては市町村のほうで資料を確認する中で、所

有権移転を確認し、金銭、対価が払われたこと、金銭の対価に見合うものが行われたとい

うことを確認しまして、こういった整理をしたということでございます。 

○寺本雇用対策・労働室長 最初の１点目の御質問でございますけれども、国のほうから

これこれが不適切だということで事例を指して指示があったわけではないのですが、これ

これを調べろというふうに指示がありまして、それが収入であったり、日誌であったり、

そういうのがちょっと具体的に指示が来ているところでございます。ただ、その内容につ

いては、国のほうで現段階で公表するなということを言われておりますので、詳しく説明

がなかったということで御了解いただきたいと思います。 

○神﨑浩之委員 私は最初から言っているのですけれども、これは全国的な問題だから、

国と連携をとりながら調査をしないと、山田町の件と違い、県独自でということでないの

で、国、他県と連携をしながらということは前の委員会でも言ったので、もう少し具体的

に国と詰めてやっているのかなというふうに思ったのですけれども、それがまたあとで司

法の場になってしまうと、なかなかわからなくなったりするという危惧がありますので、

その前にきちっと具体的に調べておくべきであるということで前回からも言っているとこ

ろであります。 

 今の４ページのリースの表なのですが、ということはリースについても平成 24年度、25

年度もあるのですが、所有権の移転等を含め、事業、厚生労働省の通知に合致した内容で

市町村が整理した数字がこれだというふうな理解でよろしいのかどうかということをもう

一回確認させていただきます。 

 もう一つ確認なのですが、３ページに未払い賃金への対応ということで、報道では８割

方進みそうだということなのですが、残っているのは奥州だけということで、奥州につい

ても同様の待遇で進みそうだということでよろしいのかどうか、２点目の確認であります。 

 ３ページの５、今後の県の対応の(2)なのですが、やはり一番心配なのは給料の未払いと、

それから雇用の継続でありますが、離職者については地元市町、岩手労働局と連携し、再

就職を支援していくというふうになっておりますが、具体的に、例えば、どういうふうに

市町村では窓口をつくって対応しているとか、それから平成 24 年度、25 年度に採用され

た方が実際に他の再就職ができている事例があるのかどうか、あわせて説明をお願いした
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いと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 リースにつきましては、平成 25年５月 13日付の通知に

基づく経費の取り扱いとしては、各市町村の完了確認は適切に行われたものというふうに

理解しております。 

 また、雇用の関係で具体的にどういうことをやっているかということですが、離職者が

発生した際には、例えば奥州市では奥州市とハローワークと振興局がそれぞれ分野を分け

まして、今後の手続の進め方等を説明しております。今後、離職者の相談については、ハ

ローワークが中心になって具体的な職のあっせんをやっていくということになると思いま

す。 

 再就職の状況等については、ハローワークのほうで引き続き状況を把握するということ

になっておるところでございまして、就職状況は全ての方がまだ就職できているわけでは

ございませんが、何人かの方は次の職場に移られたという話は聞いております。 

○千田労働課長 奥州の事業所の方々の賃金の立てかえ払いですが、今後制度が適用され

る方向で準備を進めていっていると伺っております。岩手労働局のほうに確認して奥州の

事業所についてもそれが適用されます。 

○神﨑浩之委員 大型の倒産事案であれば、各市町村には何とか会社の再就職相談窓口み

たいなもので設置するような場合が多いわけなのですが、残念ながらというか、これは雇

用実態が少ないので、各市町村ではそういうふうなところまでいっていないのかもしれま

せんが、やはりだまされたような形ですよね。ということもあって、その中のお金という

のも全く民間企業の利益の中で倒産に至ったということではなくて、ほとんどが税金で賄

われていたというところが倒産に至ったということを鑑みても、１年間も研修をさせられ

て雇用に結びつかなかったということは、これは大きな汚点だというふうに思っておりま

すので、ぜひ市町村においても県においても、振興局においても再就職できるような支援

に力を入れるべきだというふうに思っております。 

 それから、最後なのですが、この件について国のほうから何か指示があるのかどうか。

特に岩手県の場合は、山田町の件もありますし、この緊急雇用に対しては。それから、こ

れは全国的にこういう件があるのですが、こういうふうな事案を受けて国のほうから、特

に岩手県について緊急雇用創出事業の実施についてとか、そういうことで何か指導とかあ

るのかどうか、あわせてお伺いしたいと思います。 

○寺本雇用対策・労働室長 まず、雇用の確保につきましては、極めて重要なものでござ

いまして、ハローワークにおきましてはそれぞれフォローするというふうな形で、この方

はどうなっているという一覧をつくりながら指導しているということで、こちらのほうに

も数字ではございますけれども、御報告を逐次いただいて進めているところでございます。 

 また、リースにつきまして、先ほど平成 25年５月 13日の通知に適合してというお話を

申し上げましたけれども、適合しているということはそのとおりでございますが、それで

その趣旨が適当であったのかどうかということについては、意見といいますか、了として
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いるものではないということだけはお伝えいたしたいというふうに思います。 

 また、国のほうから当県に対して特別に指示とかあるかということでございますが、こ

れについては特別なくて、引き続き緊急雇用について取り組んで、真剣にといいますか、

丁寧に取り組みなさいというお話はありましたけれども、ペナルティーとかそういう話と

いうのは特段出ているものではございません。 

○飯澤匡委員 それでは、４ページを中心にお尋ねしたいと思いますが、今回具体的な数

字が出て、リース料とか出てまいりました。それで、一般の商業ベースのリースとは恐ら

く契約形態が違うと思うのですが、これはリースの契約期間はこの事業期間と合致した１

年間であるのかという点をまずお聞きしたいし、それから普通の商業リースであれば本体

の価格に金利を加えて、それをリース料として、月ごとに割ってリース料を払うというふ

うな状況になっているわけですが、その場合、大体残存価格を決めて何年か後には取得を

するというようなことになっているのですが、ＤＩＯジャパンのコールセンター事業にお

ける状況はどのような契約になっていたのか、それをまずお知らせください。 

 具体的に話を進めたいので、盛岡コールセンターを一つの例として、当初の事業のリー

ス契約は何年の契約、そしてそのコールセンター事務機器についてはどういう契約であっ

たかはよくわかりませんけれども、金利の上乗せがどれぐらいあって、そして残存価格を

どれぐらいに設定していたのか、その点についてお知らせいただきたいと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 事業期間とリース契約期間の関係でございますが、これ

はコールセンターによってそれぞれ状況が異なりまして、例えば盛岡であれば、事業期間

は４月１日からその年度の３月 31日までとなっておりますが、リース契約の期間としまし

ては６月から開始されて翌年の３月 31日までというふうな計画になっておりまして、事業

期間よりも短いリース期間になっているものもありますし、それが全く同じものもあると

いうことでございます。ほかのコールセンターでは、事業期間とリース期間が同じに設定

されているものもあるということで、それぞれいろんな形があるということでございます。 

 残存価格につきましては、ちょっと今手持ちとしては状況は把握してございません。リ

ース料率についても、リース総額という格好では契約書等に書いているというのはわかる

のですけれども、リース料率が幾らになっているかという資料については持ち合わせてご

ざいません。 

○飯澤匡委員 恐らくこういう特別な政府系の補助金が入った場合は、大雪りばぁねっと。

の場合もそうだというふうに推察するのですが、普通の商業ベースのリース契約と多分違

うと思うのです、取りっぱぐれがないから。だとしても残存価格がわからないのに無償で

取得というのは、これははっきり言ってなかなか通常の民間ベースではあり得ない話です

よね。残存価格が絶対残っているはずなのです。ということは、１年限りのリースという

ことは、残存価格がなくて無償で取得をしたということは、これは完全に最初から割賦同

然で先食いをして、その後は野となれ山となれというような状況にもとられるわけです。

ですから、普通であれば事業期間と緊急雇用創出事業の事業期間があるのだけれども、そ
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の事業の目的は継続的にその事業を行うというのが前提になっているわけですから、この

契約のあり方についても恐らく全国的にも同じようなケースがあって、ＤＩＯジャパンは

ここが一番のうまみだったと。これは推察だけれども、恐らくリース会社との間で何らか

のバックなりなんとかというのもあったかもしれない。１年間のリースというのは、なか

なか普通の我々の商業ベースでは考えられない話です。無償でもらうというのも考えられ

ない話。これは、やっぱり補助金で行ったということが一つのベースになっているわけで

す。したがって、ここの部分は単にリースで完了確認が終わったと言いつつも、事業の継

続性ということを考えれば、ここはしっかりＤＩＯジャパンのほうに行ってその内容をし

っかり調査しなければならなかったと思うのですが、本社に行ったときにその内容につい

て県は把握しようというふうな努力をしたのかしなかったのか。この件についてはどのよ

うな調査をしたのかお知らせ願いたいと思います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 ＤＩＯジャパンに行きました際、申し入れましたのは、

立地市町がこれからこの事業に関して調査をする際に、ＤＩＯジャパン社として誠実に対

応してほしいということを申し入れておりました。その結果としまして、その効果があっ

たかどうかですけれども、こういったリースの取得価格についての状況の把握につながっ

たというふうに理解しております。その際に、リースが幾らかとかということの点につい

て詳しく問いただしたということはやっておりません。申し入れをしてきたということで

す。 

○飯澤匡委員 ちょっと話が戻りますが、奥州については再リースしているわけですよね。

再リースしているということは、残存価格があって、その中で再リースをしたということ

ですから、奥州については恐らく契約が違うと思うのですが、これはどのようになってい

るのでしょうか、お知らせ願います。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 奥州につきましては、ここは事業期間とリース期間が全

く同一のケースでございまして、事業終了時点がちょうどリースの満了する期間だといっ

た状況でございました。契約自体にほかと差がある、違いがあるかといいますと、契約書

上は特に差はございませんで、再リースに当たって適正な再リースということで、一定の

考え方でこういった再リース価格が決まったものというふうに理解しております。 

○飯澤匡委員 いや、だから具体的に再リースをするには原本にあったリース物件がどれ

だけの使用頻度で価値が落ちたかということで、その価値を認めてまたリースするわけで

すから、そうなると原本の価値が何％にしているのかというのをあらかじめわかっていな

ければならないですね。これは、県としても把握していなければならない部分だと思いま

す。これは、国の雇用創出の一つの事業が入って、県もそこの中に入っているわけですか

ら、そこを知らないというのはおかしな話だと思うのですが、いかがですか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 再リースに当たっての価格ということにつきましては、

コールセンター側とリース会社側が協議をしまして決定されたというものと理解しており

まして、その残存価格が幾らでこの価格が決まったとかというものについては後で知った
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ということが実態でございます。 

○飯澤匡委員 では、県は具体的には把握していなかったということですね。斉藤委員が

再三指摘をしているように、この什器、コールセンターの事務用機器の部分の額がかなり

のウエートを占めているわけです。ここで何かおかしいのではないかと、ここできちっと

した契約と、それから事業の継続性というものが契約とともに担保されるかどうかという

のは、県がこの６カ所、コールセンターが入る場合に、そこはきちっとウオッチしなけれ

ばならなかった重要なポイントではなかったかと私は思うわけです。これは結果論ではな

いです。だって、どう考えたって１年のリースで残存価格なしで無償で取得するというの

はなかなか考えられない。普通の商業ベースでは考えられないですから。したがって、こ

こに何らかのからくりがあって、うまみがあったのだと、こういうふうに思います。ここ

でリース会社も損をしない、そしてＤＩＯジャパンも損をしないという、短期間でお金が

回って、要するに資本力だけは形だけＤＩＯジャパンがお金が回っているように見えると。

これは、創業当初から自転車操業でやっているという内部告発があるので、それに合致す

るような内容になっていると思います。 

 そこで、再三指摘をしているのですけれども、経費の濫用というものも内部告発の中で

あって、恐らくこの中で何らかの操作が、これはあくまでも推察の域を超えないわけです

けれども、要するに来た当初から少しもろ手を挙げて雇用が確保されるということで市町

もやったわけですけれども、こういうところを県がしっかりと調査をして、その内容を確

かめておく必要があったのではないかというふうに私は指摘をしたいというふうに思いま

す。 

 全国でもこの不適正事案というのがどこまでなるのかというのは、会社がもう既に営業

が停止状態ですから今後明らかになると思うのですが、この部分についてはどうも県のス

タンスは、市町が、市町がと。確かに主体はそうだけれども、雇用全体の部分を請け負う

のはやっぱり県の責任でもありますから、そこはしっかりと今後フォローしていただいて

やっていただきたいと思います。 

 私の問題意識は、皆さん方に対する今後の、要するにこういう不適正な事案が起きるこ

とを防止するとともに、また今回の一般質問でやりますけれども、要はもう少し、ちょっ

と脇が甘かったのではないかと。やはりこの点は県の、私はあなた方だけの責任ではなく

て、東日本大震災という大きなくくりの中でどういうふうに県が捉えるかという、私は県

のプレゼンスをどういうふうにして高めていくかという観点に立った、極めて高度な部分

での判断が誤ったのではないかと。これは、あなた方に言うことではありません。次の一

般質問でそれは問わせていただきたいと思っております。 

 部長、この事案がだらだら続いて、雇用不安というものが払拭できないわけですが、こ

の事案の最終的な方向性というものがどのようにして解決の糸口を探っていくのか、そし

て今後の教訓をどのようにしてやっていくのか、その点を最後に聞いて質問を終わりたい

と思います。 
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○橋本商工労働観光部長 先ほど来緊急雇用創出事業の実施に当たって、県も一定の企業

誘致という形の中で、市町村とともに誘致に努めてきたという経緯があることはそのとお

りでございますし、今後の課題解決の向けましては現在厚生労働省のほうが調査を実施し

ておりますので、その調査に協力する中で、関係市町と一緒になって、できるだけ実態の

解明というものを図りながら、不適切なものについて、あるいはそういったものがあれば

きちんと対象外となるものという、明らかにそういった事案があれば、そういったものに

ついては適切に対処していく、そういう中で解決を図っていきたいと思うわけでございま

すが、現時点においてＤＩＯジャパン自体の今後の法的な面も含めての取り扱いが不透明

な部分がございますものですから、非常にその部分は率直に申し上げて難しい部分はござ

いますけれども、先ほど御指摘もあったとおり、本県のみならずの問題、事案でございま

すので、国としっかりと連携を図る中で解決に努めていきたいと思っておりますし、また、

誘致に当たってこれまで補助金等の交付金を使って事業を行う企業に対しては、同業者で

すとか金融機関、あるいはクライアントなどの評価も必要ではございますけれども、なか

なか本事案について事前の情報収集というのはかなり厳しい面があったのも事実でござい

ます。いずれにいたしましても、今後交付金を使う企業に対しましては、事業計画に係る

内容について質問などをより掘り下げ、企業側からしっかりとした書類を提出させる、あ

るいは企業みずからが立証するような対策も講じていきながら、その事業の適切性を確保

してまいりたいというふうに考えております。 

○斉藤信委員 コールセンター問題、ますます事態が深刻になり、そのずさんさというか、

ひどさが明らかになってきたと、こういうふうに思います。 

 それで、まず第１に、今の緊急課題は、解雇された労働者の再雇用と再就職、もう一つ

は賃金未払いの解決です。この点について、解雇された数はきょう 134人と、これは４月

１日から９月１日までの限定された期間だけれども、134 人というふうに出ました。事業

の今後の検証の見通しも含めて、雇用の確保の見通し、再就職の取り組みはどうなってい

ますか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 再就職の状況につきましては、先ほど室長からも御答弁

申し上げましたが、岩手労働局のほうで各コールセンターを離職された方の状況について

定期的に情報をもらうことにして、その状況を把握することとしております。 

 今後の見通しとしましては、非常につらい思いをされて離職なさったわけで、ハローワ

ークとの相談の中でできることを我々としてもやっていきたいと思っております。現状と

しては、すぐに再就職ができているという状況ではないというふうに理解しておりますが、

引き続き岩手労働局と連携して対応していきたいと思っております。 

○斉藤信委員 全然リアリズムがない。例えば二戸は別企業に行きました。洋野ももうス

タートしたではないですか。一関は早く途中で、これは経営体がかわりました。その点で

の雇用の確保はどうなっているのですか。奥州の見通しも含めて。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 今斉藤委員のほうから御指摘のありました二戸コー
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ルセンターにつきましては、資料１の(2)に記載のとおりでございますが、平成 26年９月

１日現在で従業員 16人ということで、後継のセラヴィリゾート泉郷が運営をしているとこ

ろでございます。 

 そして、１、(6)の洋野コールセンターにつきましては、８月 29日から事業を開始して

おります。これも洋野コールセンターを解雇された従業員を中心に就職説明会等をやって

おりますが、現在のところは６人ということでございます。ただ、先般金曜日でございま

すけれども、役場のほうで未払いの賃金説明会等もありまして、そこには二十数人の全従

業員が集まってきております。その際にも洋野コールセンターのほうでは、改めて再就職

ということで受け入れを表明しておりますので、今後、これからにつきましては徐々にふ

えていくものというふうに思っております。 

 そして、現在奥州コールセンターでございますが、こちら、８月 10日に事業がまずなく

なったということで、クライアントを中心に引き続きやっていただけるようなところを模

索してきたところでございます。現在複数社、希望といいますか、そういったものに興味

を示している企業がおりまして、折衝中ではございます。その際に、会社のほうから従業

員に対して会社の説明会を開催させていただいて、大体 40名ぐらいの職員が出席をして会

社の説明を受け、そして今後の再就職について、ほとんどの方たちが後継企業が決まれば

そちらに就職したいというような意向も確認をしているところでございます。これにつき

ましては、いずれ人が一番重要なポイントでございますので、できるだけ早く後継企業が

決まっていけばというふうに期待をしているところでございます。 

○斉藤信委員 ちょっと確認しますけれども、奥州の会社の説明会というのは、今後その

事業を継承して新たにやりたいという会社の説明会ですか。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 ＤＩＯジャパンが持っていた事業というそのものに

ついては、なかなか継承は難しいということでございますけれども、新たに奥州で同じ場

所でコールセンターという業務をやっていただく企業を今探しています。そして、交渉し

ているという状況でございます。 

○斉藤信委員 説明会はどこがやられたのか。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 説明会は、県と市が音頭をとりまして従業員に声がけ

をいたしまして、そして会社のほうからプレゼンをしていただいている状況でございます。 

○斉藤信委員 会社がプレゼンしたということは、引き継ぎたいという会社がプレゼンし

たということですね。はい、わかりました。 

 これは後始末なのだけれども、しかし本当にきっちり再開にあらゆる手だてをとるとい

うのが県の責任の一つの果たし方ですから、しっかりやっていただきたい。実は 850人な

のです、この研修を受けた労働者は。もうみんなやめているのです、愛想尽かして。だか

ら、本当に最後まで残った人たちの対策、私はほんの一部だと思うけれども、最後まで県

の責任の果たし方として、この再雇用、再就職の手だてをコールセンターに限らずやって

いただきたい。 
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 賃金未払い問題なのだけれども、新聞報道では三つのコールセンターで 61人、1,750万

円の未払いがあると、こう報道しているのに、何で県はそういう実態を把握しないのです

か。 

○千田労働課長 賃金の不払い等労働関係法令の違反が疑われる事案につきましては、国

の所管の中で事業所に立入調査するなどして詳細な実態を把握して、その改善を図ってい

くという役割がございまして、県はそれと一体になって連携して事案の解決を図っていく

というのが基本的なスタンスになってございまして、県みずから立入調査等の権限もござ

いませんので、直接的な状況把握はいたしませんけれども、国のほうでその点はきちっと

把握しているというふうに認識してございます。 

○斉藤信委員 県の緊急雇用創出事業を使ってこういう賃金未払いが起きているのです。

情報を共有したらいいのではないですか。新聞で報道されていることもあなた方は報告で

きないと。そんな無責任な話はありますか。情報を共有したらできるのではないですか。

あなた方に労働局と同じように調査しろなんて言っていないです。情報を共有したらわか

るということです。情報を収集したらわかるということでしょう。違いますか。部長、私

は前もこの問題を取り上げたのです。秋田県なんかちゃんとやっていますよ、未払い分が

幾らかと。秋田県は、１カ月も前に県内の未払い金をちゃんと出しているのです。何で岩

手県は出せないのですか、そういう調査ができないのですか。部長、おかしいと思いませ

んか。私が前にも指摘したけれども、秋田県は 6,030万円未払いとなっているのですよ、

これ。何で岩手県は一番コールセンターが多いのに、未払いの人たちが多いのにそういう

把握をしないのか、できないのか。何でやらないのですか。 

○橋本商工労働観光部長 先ほど労働課長が御答弁申し上げましたが、県で持っているそ

ういう事業所への立ち入り等の権限の問題もございまして、県として直接お答えをできる

中身としては持っていないというのが実態でございます。ただ、報道によりますと奥州コ

ールセンターを除く３事業所で、委員御指摘のとおり 61人分、約 1,750万円の給与の未払

いがあったと。その分の約８割が立替払制度によって支給される見込みというふうに報道

されておりますが、恐らく労働局のそういう実態把握の中で報道されているものと理解を

しているところでございます。 

○斉藤信委員 私が聞いたのは、あなた方の姿勢なのです。秋田県は、ちゃんと情報収集

して出しているわけでしょう。あなた方、何回もこの委員会に報告しています。しかし、

そういう実態は情報共有したらわかるのに報告がない。こんな無責任な話ありますか。責

任感じていますか、あなた方。この緊急雇用創出事業によって、こんなに混乱を広げ、首

を切られる、賃金未払いで困っている労働者がたくさんいるのに、その正確な実態を把握

しようとしないと。私はここにあなた方の姿勢があらわれているのではないかと思います。

改めて部長にお聞きします。きちんと情報共有、収集して、リアリズムで、本当に解雇さ

れた未払いになっている人たちに心を寄せて一緒になって解決すると、そういう姿勢で臨

むべきではないですか。 
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○橋本商工労働観光部長 ただいま斉藤委員のほうから御指摘のあった点については、私

どもとしてもできる限り労働局のほうとも連携しながら情報を共有し、共有できた部分に

つきましては委員の皆様方にその情報について提供申し上げ、その解決に向けての取り組

みを前進させてまいりたいというふうに考えております。 

○斉藤信委員 それで、一つ真剣に取り組んでいただきたい問題があります。最近こうい

う相談がありました。奥州のコールセンターで、実は 10人の労働者が本人の意思も確認し

ないで本社の社員にさせられたと。いろんな労働条件の問題は変えないと言うのだけれど

も、判こをつかなかった労働者がいるのだけれども、４月１日付の健康保険証が送られて

きた。渋々それ認めた労働者も少なくなかったと。しかし、今倒産状態なのです。この本

社社員は花巻労働基準監督署ではないというのです、対象が。中央労働基準監督署だとい

うのです。だから、実はさっきの 61人に入っていないのです。入らないのです。中央労働

基準監督署の所管なのだと。本社扱い、大企業扱いだそうです。それで、ほかの人たちは

８割方未払いの立てかえ払いのめどが立つのだけれども、この 10人の方々はめど立たない

と、そういう実態は把握していますか。 

○千田労働課長 先ほど部長からの話にもございましたし、委員からもお話ございました

61名の中には、本社所属の方々は入っていないものと私どもは認識しています。この賃金

未払いの対応でございますが、岩手労働局のほうで全国に先駆けて事実上の倒産というこ

とを認定いたしまして、一つの姿勢が打ち出されましたので、これが他県にも波及してい

くものと思っておりまして、ただいま話の出ました本社所属の従業員の方が中央になるの

か、あるいは東京労働局になるのか、そこはちょっと私らも正確にはつかんでおりません

けれども、他県にもこういう賃金未払立替払制度による救済という流れが広まっていくの

ではないかというふうに受けとめてございます。 

○斉藤信委員 それで、奥州のコールセンターだけで 10 人がそういうふうに一方的に本

社社員にさせられたと。これは、楽天の仕事の関係だというふうに何か説明をされたよう

です。だから、本人の意思ではないのです。本社の社員にしてくれとお願いしたのではな

くて、一方的に本社の社員にさせられて、こうした事実上倒産状態の中で、残念ながらこ

れは賃金未払いの対象になっていない。岩手県全体での本社社員というのはわかりますか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 本社採用で何人在籍なさっているかということについ

ては、現時点では把握してございません。 

○斉藤信委員 とりあえず奥州の 10 人というのは、最近解雇された人たちですから、こ

の人たちを軸にして実態もつかむし、東京事務所とも連携をしてしっかりこれに対応して

ください。賃金未払いの対象になるように。弁護士も法的整理と言っているのですから、

これがどういうものなのかわからないけれども。本当は先月中に法的整理の中身を示すと

は言っていたらしいけれども、これはまだ出ていないみたいなので、きちんとこの賃金未

払い問題、本社社員に勝手にさせられた人たちも含めて、県がきちんと支援して解決まで

面倒を見ると、そういうことでよろしいですか。 
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○千田労働課長 いずれ賃金の未払いと申しますのは、明確な法違反でございますので、

その所属がどういう形であれ、救済されるべきものと私ども考えてございまして、実際に

どのようなところが窓口になってそれの解決を図っていくのかというのは、明確なところ

はちょっと労働基準監督署サイドに確認しないとわかりませんけれども、私どもとしては

きちんと現にある制度が適用されて救済されるような方向で国のほうに働きかけてまいり

たいというふうに考えてございます。 

○斉藤信委員 部長、そういうことで、本庁、県南広域振興局、東京事務所を含めて、全

ての解雇された労働者の賃金未払いの解決に取り組んでいただきたい。 

 大きな二つ目に、私は今度の通知で出された不適正事案の調査、これはいつまでにとい

う記述の明記はあるのですか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 この調査につきましては、今後の予想されるＤＩＯ社の

法的整理に間に合うように調査しろという話はありますが、具体に何月何日までというよ

うな期限は示されていないところでございます。 

○斉藤信委員 法的整理に間に合うようにということで、これはそんなに長々とやれる調

査ではないと思う。 

 それで、私、この間もこの問題については取り上げてきましたが、まず第１点、研修の

実態です。この間、私も調査もし、聞き取りもやってきました。告発も寄せられました。

例えば盛岡コールセンターの元従業員の話では、研修は若い素人３人が講師だったと。漢

字研修もやらせられた。時間潰しだった。まともな研修はやられていないというのです。

プロの講師は１人しか見ていないと。まともな研修がやられていない。これは人材育成で

すから、研修がまさに緊急雇用創出事業の対象だったが、その内容は全く実態としてなか

ったのではないか。 

 奥州コールセンターの元従業員からも同じような話を聞きました。これは、最初から採

用された、そしてつい最近まで働いていて解雇された人です。研修は、せいぜい３カ月程

度。そして、６月から８月末まで東京で仕事をさせられた。宮崎に２カ月研修で行かされ

て、それから５月から楽天の仕事をした。だから、もともと研修は、この人は３カ月しか

受けていない。あとはもう仕事をさせられていると、東京で。これ、緊急雇用創出事業で

はないです、仕事しているのだから。 

 それで、共通して言っているのは、毎日の日報、企業名を出すな、仕事の内容を書いて

はだめ。どこどこの企業の仕事をしました、これはだめと。研修と書きなさいと。いわば

虚偽の報告を強いられた、みんな。その研修というのは全く名ばかりで、まともな体制も

なく、そして本当に３カ月ぐらいすれば仕事をさせられて、その仕事の中身は日報で書い

たら戻される、研修と書きなさいと。これ、日報の虚偽です。報告の虚偽を強いられた。

私、本当にこの人材育成事業というのは緊急雇用創出事業に当たらないのではないかと思

います。この研修の実態について、あなた方は把握していますか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 今回の緊急雇用創出事業につきましては、各年度の完了
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確認におきまして業務日誌なり研修計画、あるいは研修対象者名簿等で研修実態の実施状

況を確認しまして、完了確認を終えたものでございます。完了確認の際に研修として不適

切なものと確認できたものにつきましては、当該期間の賃金でありますとか手当、あるい

はその経費といったものは、事業の対象外として既に取り扱っているところでございます。 

 現在関係市町におきまして再点検を行っているところでございまして、研修内容につい

ても業務日誌の記載等から研修として適切かどうかを判断することとしておりまして、不

適切なものと認められる部分については事業の対象外と、そういうことで今点検を行って

おります。元従業員からのそういった情報についても、現在別途確認を行っているところ

でございまして、その結果として研修として不適切な部分があったならば、それは事業の

対象外になるということでございます。 

○斉藤信委員 厚生労働省の通知でも元従業員に聞き取り調査をやりなさいとなってい

るのです。大体業務日誌は虚偽ですからね。虚偽報告を強いられたとみんな言っているの

ですから。まともに仕事をしたら仕事をしたと書けないわけです、研修だから。だから、

あなた方、業務日誌で研修されているのだなんていう、こんな評価にならないのです。実

際にどういう研修がされたのか、実際はどういう仕事をしていたのか、私、これは徹底し

て聞き取り調査をやるべきだと思います、全てのコールセンターで。まともな研修はほと

んどない。私は、そういう緊急雇用創出事業の実態そのものに今極めて重大な疑惑、問題

点が指摘されていると思います。そういう立場に立ってしっかりやるべきだと。 

 二つ目は、今も話したのだけれども、３カ月ぐらいたって仕事はさせられているわけで

す、実際には。これが事業収入として報告されていない。これも大変大きな問題です。秋

田県は、それを本社に行って確かめて、秋田県の場合、収入が 4,981万円あったと、こう

いうふうにやったわけです、にかほと羽後の二つでですよ、二つで。秋田に負けないよう

な調査を本当は岩手県はやらなければだめだったのだけれども、本社に要請だけで終わっ

てしまったというのが岩手の対応でした。研修の実態を調べれば、実際には仕事をしてい

たと。その仕事は、ほとんど報告されていない、収入の報告は。これは調査事項に入って

いると思うので、きちんとこれも聞けばわかります。私が聞いただけでも、どういう仕事

をやったと元従業員が言っています。例えば７月に一関コールセンターが立ち上げのとき

に、東国原さんの講演会があったと。その電話の受け付け業務をやらされているのです、

盛岡で。一関は売り抜け目的のコールセンターだったと、こういう話まであるのですけれ

ども。あとは、東京で１年間仕事をさせられた、半年間営業の仕事をさせられた、九州の

都城に六、七人派遣された、３週間東京国際映画祭の受け付け業務をさせられた、かなり

リアルですよ、従業員の人たちは。だから、しっかり調べてやっていただきたい。研修の

実態というのはどういうものだったのか。実際の中身が事業であったら、それはもう収入

を報告させなければだめだし、これは返却を求めなければだめです。そういう点で、この

仕事の実態というのをきちんと調べるべきだと思いますが、どうなっていますか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 研修の実態につきましては、元従業員の方からの聞き取
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り調査、実態の確認ということを現在進めているところでございまして、その中で把握で

きた不適切な部分については当然に事業の対象外とするということでございますし、隠れ

た収入が確認できれば、それは事業から落とすということになります。ただ、本社の収入

というのが一つの自治体だけで把握するというのはなかなか難しいというのは御理解いた

だきたいと思います。それにつきましては、厚生労働省と連携しながら対応する必要があ

るというふうに理解しております。 

○斉藤信委員 難しいなんて言わないで、秋田県もやったことを本当はやればよかったの

です。そういう連携を本当はとればよかったのです。秋田県がやれることが何で岩手県で

やれないかという、こういうことにしかならないわけなのだ。反省して今度こそ徹底して

調査をやると。盛岡の元従業員は、山田町のＮＰＯのやり方と全く変わらないと言ってい

ます。働いていた人はそういう感覚なのです。でたらめだと、やっていることが。もっと

シビアな話もあるけれども、まだ裏がとれないのでここでは言いませんけれども、もっと

シビアな話もありますよ。 

 それで、今岩手県にも内部告発的な情報が寄せられたと思うのです。どういう情報が寄

せられて、どう調査し対応したのか示していただきたい。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 コールセンターの関係者と思われる方からの情報につ

きましては、立地した市町からのものも含めまして、平成 25年１月から同年の３月までの

間に県としては４件の情報を把握してございます。情報提供の中で、緊急雇用創出事業の

取り扱い上、改善を要すると思われる内容につきましては、立地市町を通じまして事実の

確認と当該企業への指導を行っているところでございます。その他内容については、県で

直接事実確認、事実関係を聞き、指導したところでございます。指導の結果につきまして

は、事業対象として認められない研修については対象経費から除外しましたし、同社にお

ける対応の姿勢ですとか、今後の事業運営の考え方の回答を得て、改めて注意喚起をした

というところでございます。 

 業務日誌の書きかえ等についての部分の情報もありましたので、その部分について会社

から確認したところ、会社側としては書きかえはない旨説明はありましたが、説明だけで

は判然としない部分がありましたので、完了確認時に市町において業務日誌、研修計画等

と突き合わせて確認をし、完了確認を終えたというところでございます。 

 なお、その後いろいろ御指摘もあるところでございますので、各市町において改めて調

査を行っているという状況でございます。 

○斉藤信委員 内部告発、情報というのも大変大事な中身で、いわば業務日誌の書きかえ

をさせられたというのは複数あったのです。これは、会社に確認したって出るわけないで

はないですか、そんなことは。会社が書きかえさせているのだから。私は、本当にずさん

な完了検査をこの問題でもやったと思います。 

 それで、営業に従事したと認められるものもあったから当該研修は補助対象外としたと。

これ幾つのコールセンターで何件、幾らやったのですか。 
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○高橋特命参事兼雇用対策課長 通報をもとに事業の対象外としたものもあるというの

は確認しておりますが、それが何件というふうな具体のところまでは把握してございませ

ん。 

○斉藤信委員 後日明らかにしてください。大事なことです。これ、山ほどありますよ、

本当は。 

 それで、時間も迫ってきたので、私は飯澤委員が指摘したきょうの報告の中身、愕然と

しました。例えば盛岡の什器は、平成 24年度、2,993万円でリースした。これが無償で譲

渡されているのです。あり得ますか、こんなこと。そして、花巻のコールセンターも、こ

れは 594 万円だけれども、無償譲渡。2,993 万円のリースというのは買い取りだったので

はないかと、実質は。これしか考えられないのです、商取引上。あり得ないことです、こ

んなことは。それが山のようにあるわけだ。コールセンター用業務だって、盛岡の場合１

億 3,805万円のリースが取得価格 88万 9,000円です。ただのようなものではないですか。

１億 3,800万円が 88万 9,000円です。ほとんど無償譲渡に近い。私、こんなリースはない

のだと思います。厚生労働省が平成 24年度は認めるけれども、平成 25年度以降は認めな

いなんてやり方、私は厚生労働省の判断は間違いだと思います。あり得ない商取引を平成

24年度はやったのです。実質買い取りではないですか。１年間のリースで２年目は無償で

譲渡といったら、買い取りと同じではないですか。そう思いませんか。 

○寺本雇用対策・労働室長 まず最初に、先ほど御質問の中で、業務日誌の突合の話を申

し上げましたけれども、これは複数の人間の研修計画と複数の人間の出勤簿を照らし合わ

せて、そしてかつその日誌がどうなっているかと、それで信憑性がとれるかどうかを当時

完了検査のときに調べたということがございまして、言われたとおりに日誌がどうかとい

う単純に調べたものではございません。 

 次に、先ほどのコールセンターのリースについてでございますけれども、確かにおっし

ゃるように再リースにつきましては、取得価格は極めて安いということでございまして、

これは実は後日わかったことでございます。ただ、平成 25年の４月当時からこういったリ

ースが非常に高額であるのではないかといって、売買と同じようなものであるとすれば、

それは移管であるのではないかといった疑問も当然持ったわけでございますので、それで

厚生労働省に対してどういうふうな解釈をするのかということでお尋ねをして、そして通

知が出てきたのが平成 25年５月 13日でございました。ただ、その中で厚生労働省としま

しては、さかのぼって適用するのはいかがかということもあったのだろうと推測していま

すけれども、平成 24年度の契約関係を安定させて、平成 25年度については是正を求めて

きたというふうに理解をしております。その後につきましては、平成 25年の 11月ぐらい

にリースがその後どうなったのかは聞き取りはしましたが、その後のということになりま

すと、いわば民間と民間の関係になるので、額とかについては調べておりませんでしたが、

今回非常に大きな問題ということで、本社のほうとかけ合いましてこういう形で出てきた

ということで、確かに我々も驚いているところです。 
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○斉藤信委員 最後にしますが、私、この無償譲渡とか再リースの価格、これを調べて、

厚生労働省もこの平成25年５月13日付の通知の考え方は変えなければだめだと思います。

実質買い取りなのだから、翌年無償譲渡ということは。それまで認めたら、緊急雇用創出

事業におけるリースの考え方は変わります。50万円以上だめだとなっているのに何千万の

リースでもいいということになったのですから、事実上。恐らくこういう無償譲渡という

ことをわからないで厚生労働省は平成 25年５月 13日付の通知を出していると思うので、

こういう実態を踏まえて、改めてこれは異常な許されないリースの実態ではないかと、き

ちんと厚生労働省とかけ合うべきです。 

 私、今回の問題で岩手県がこのＤＩＯジャパンのコールセンターを各市町村に紹介、あ

っせんしたという、この問題は極めて重大ではないかと思います。この経過を明らかにし

ていただきたい。どういう形でこのＤＩＯジャパンのコールセンターの誘致の問題があっ

て、どういう形で県は市町村にこれを紹介、あっせんしたのか。紹介、あっせんした自治

体数はいくつあって、これを受けた自治体がどれだけあったのかと。それについてどう考

えているかをお聞きしたい。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 ＤＩＯジャパン社から岩手県へ進出の意向を示され

たのは、平成 23年９月ということでございます。進出をしたいということについては、県

内に既に立地している企業が取引先ということで、被災後半年余でございましたので、岩

手県にとって雇用の場の創出ということで、コールセンターというのも県としても考える

べきだというようなことで紹介を受けたのがスタートでございます。そして、その際には

ＤＩＯジャパン社のほうからコールセンターに係る県、市、町等の補助制度について照会

がございましたけれども、なかなかＤＩＯジャパン社のほうで意に沿うような補助が実態

的にはなかったということでございます。そういった中で、実は宮城県の登米市のほうに

創造ステーションということで東北第１号を開設いたしまして、そこは 100人規模のブー

スでございました。そこに関係自治体の職員等が見に行きまして、そして今度岩手県でも

検討していくような段階に入っていったわけでございます。 

 通常各市町村への紹介形態でございますけれども、県では財団法人日本立地センター、

こういったいろんなところから進出の意欲のある企業の情報が県にまず入ってきます。そ

して、県ではその会社の名前を伏せた格好で、これは日本立地センターのほうからも名前

が伏せられてきているものですから、そういった情報を一斉均一に各市町村にメール配信

をして、こういう条件だけれども、まず誘致に取り組む市町村ということで確認をしてい

るところでございます。そして、そういった関心、物件等がある市町村については、いち

早く県のほうに連絡をして、そこから県と市町村が共同で誘致に乗り出していくというの

が通常のパターンでございます。今回のＤＩＯジャパンに関しましても、その平成 23年９

月、そういった立地意向があったことから、その物件紹介等について各市町村に紹介をし

て、そして通常のような進め方の中で市町村と一体となって誘致をしてきた経緯でござい

ます。 
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○斉藤信委員 だから、例えば報道でもあるのだけれども、大船渡はＤＩＯジャパンの事

業計画に全く説得力がないというので受けなかったと、こういう話もあるわけ。企業立地

の形をして企業誘致をして緊急雇用創出事業。コールセンターが人材育成なんて１年間必

要ない事業です、本当は。私は、その中身も本当にイカサマだと思うのだけれども、結果

としてこれだけ全て破綻して、ここについて県として何を反省し、何を教訓にしているか、

それを聞いて終わります。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 今回のＤＩＯジャパンの誘致進出に係ることで大き

な課題を突きつけられたものとまず思っております。これまで企業と企業、そしてまた取

引先、いろんなところに、極端に言うと大手で言えば株価にも影響するというふうなこと

で、我々企業誘致サイドとすると極秘裏にまず進めるということを前提にしておりました。

その中で、今回のような企業だけの確認に終わったことでいろんな波紋が広がる、また課

題もあったというふうに考えております。 

 先ほど部長のほうからも答弁させていただきましたけれども、業界、そして金融機関、

そういった周辺情報も実は模索し、とりながら企業誘致を進めている一面もございますが、

実態的にはそういった情報収集はかなり厳しいところもございます。そういった意味で、

今後の企業誘致におきましては、企業の事業性、こういったものをより的確に掘り下げた

質問等をしながら、そしてその根拠を求める、むしろ企業のほうからその立証をしていた

だくようなものを強めていかなければ、なかなか今回のような事態を回避できなかったの

ではないかというふうにも考えております。いずれにいたしましても、課題という認識は

その辺でございまして、今後の企業誘致につきましてはそういった点を本当に留意しなが

ら進めていければというふうに考えております。 

○髙橋元委員長 ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 なければ、これをもって本日の調査を終了いたします。執行部の皆様は

退席されて結構です。御苦労さまでした。 

 委員の皆様には委員会調査について御相談がありますので、少々お待ちください。 

 それでは、委員会調査についてお諮りいたします。当委員会の９月の県内調査について

でありますが、お手元に配付しております平成 26年度商工文教委員会調査計画（案）のと

おり実施することとし、調査の詳細については当職に御一任願いたいと思います。これに

御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋元委員長 御異議なしと認め、さよう決定いたしました。追って通知いたしますの

で御参加願います。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれをもって散会いたします。 


